




序     文 

 
日本国政府は、タンザニア連合共和国政府の要請に基づき、「ザンジバル水公社経営基盤整備プロ

ジェクト」を実施することを決定し、2007年6月に討議議事録（R/D）の署名をタンザニア国政府と

取り交わした。これにより、2008年1月から2011年11月までの約3年のプロジェクトとして、独立行政

法人 国際協力機構がこのプロジェクトを実施している。 

当機構は、プロジェクト開始から約1年6ヶ月が経過した2009年5月31日から6月20日まで、中間レビ

ュー調査団を現地に派遣し、タンザニア連合共和国ザンジバル当局のカウンターパートと合同でこれ

までの活動実績ならびにその結果について、レビューを行った。 

このレビュー結果は、ミニッツに取りまとめられ、ザンジバル当局・日本国双方合意のもとに、署

名交換が行われた。本報告書は、今回のレビュー調査および協議結果をとりまとめたものであり、今

後、本案件を効果的、効率的に実施してゆくための参考として、広く活用されることを願うものであ

る。 

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

2009年6月 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 部長 中川 聞夫 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：タンザニア国 案件名：ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクト

分野：都市給水 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（中間レビュー時点）：1.2 億円 

先方関係機関：ザンジバル水公社（ZAWA） 協力期間 2008 年 1月－2010 年 12 月（3年間）

日本側協力機関：厚生労働省、横浜市水道局 

１．協力の背景 
タンザニア国（以下「タ」国）は、大陸部のタンガニーカ共和国と、ウングジャ島とペンバ島を中心

とするインド洋上の島々からなるザンジバル共和国から構成されている。ザンジバルの首都ストーンタ
ウンがあるウングジャ島の人口は約 60 万人である。 
ザンジバル共和国都市地域（ストーンタウン及びその近郊）では、1920 年代に地下水・湧水を水源と

した水道が建設され、1990 年までに 158km に及ぶ送配水管、送水場、7 ヵ所の配水池が整備されてきた。
しかしながら、財政難によって施設の改修や拡張が行われなかったために、現在都市地域の給水率は 6
割程度であると推定される。さらに、給水系統によって差はあるものの、平均週３日程度の断水を余儀
なくされている。 
このような状況の下、「タ」国は安全かつ安定した飲料水の供給増加を目的に、我が国に無償資金協力

を要請した。同要請に対し、我が国が 2002 年に派遣した予備調査団によって、ザンジバル都市地域にお
ける上水道の送配水系統の更新・拡張の必要性が確認されたのと同時に、水道使用者から水道料金が殆
ど徴収されていない事実も確認された（一部産業顧客からは料金徴収を行っている）。2006 年 8 月まで
水道事業を担っていた水開発局（DWD）の 2003 年度の収支実績は、約 1.0 億円の赤字経営（収入 700 万
円、支出 1.1 億円）と推定されておりコストリカバリー率が約 7％弱という劣悪な経営状況であった。
さらには、維持管理費支出は総支出の 1％未満と異常に低いことが確認された（日本の水道事業体（指
定都市）の修繕費売上高は 12％）。したがって、水道料金の徴収を行い、収支の健全化を図ることが、
無償資金協力実施の前提であるとの提言が予備調査団によってなされた。この提言を受け、ザンジバル
政府は2004年9月に公営企業体による水道経営の経験豊富な我が国に本技術協力プロジェクトの協力要
請を行った。 
その後、ザンジバル都市給水は、DWD によって省庁直営で行われていた形態から、2006 年 8 月に公社

化されたザンジバル水公社（ZAWA）に移管された。これに伴い、水道料金徴収システムの確立に向けて
制度化が進められているが、これまでに一般家庭からの水道料金徴収の実績がないため、顧客サービス
志向への組織文化の転換、料金徴収業務実務体制の確立及び定着による給水事業の経営面の強化、住民
の支払い意思の醸成等の課題に直面している。 
本技術協力プロジェクトは 2007 年 2 月に事前調査を実施し、同年 9 月に R/D を締結した。 

 
【協力内容】 
（１）上位目標 
ZAWA の水道事業体としての独立採算に向けた基盤が整備される。 
 
（２）プロジェクト目標 
顧客満足度の高い料金徴収業務体制が確立される。 
 
（３）アウトプット 
1. ZAWA 職員に公営企業としての意識が定着する。 
2. 顧客管理システムが整備・運営される。 
3. ZAWA の経営形態を踏まえた収支計画に基づき料金体系が確立する。 
4. ZAWA 職員が料金徴収・苦情処理実務を習得する。 
5. 顧客に対する水消費のモニタリング体制を確立する。 
 
（４）投入（評価時点） 
 日本側： 専門家派遣：8 名  機材供与：約 12,071,000 円 
 ローカルコスト負担：約 21,601,000 円 

 
 タンザニア国側： カウンターパート配置：11 名 土地・施設提供：専門家執務室 
  ローカルコスト負担：345,075,000 TZS（25,189,000 円相当） 

 



 ii

２．評価調査団の概要 

調査者 (1) 団長／総括 須藤 和男 JICA 地球環境部 課題アドバイザー 

(2) 無収水計画 山﨑 章三 ㈱クボタ顧問 

(3) 評価分析 末吉 由起子 グローバルリンクマネージメント株式会社 

(4) 協力評価 小島 岳春 JICA 地球環境部水資源第二課職員 

調査期間 2009 年 5 月 23 日－2009 年 6 月 12 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
（アウトプット１の達成度合い） 
アウトプット 1 は、ZAWA の中期ビジネス戦略計画や服務規定の策定支援と、それに基づくセミナーやワ
ークショップの開催を通じて、公営企業職員としての意識を高めることを目的としている。中間レビュ
ー時点では、「Strategic Business Plan 2008-2013」「Code of Ethics and Conduct」「Job Descriptions」
が策定され、ZAWA の本部職員を対象としたセミナーが合計 4 回開催されている。しかし、CP を対象とし
たインタビュー調査では、これまでの活動に加え、業務効率化を推進するための教育システムの構築が
必要であることが確認された。 
 
（アウトプット２の達成度合い） 
アウトプット 2 は、水道設備(公共水栓、水源、ポンプ、貯水池、給水所、給水網、水道メータ等)や顧
客のデータベースの作成を含む顧客管理システムの構築を目的としている。これらデータベースは、顧
客サービス業務に必要な情報を一元的に管理していることから、ZAWA の効率的な業務遂行において非常
に重要である。しかしながら、統計局の協力により入手した情報の一部が不正確であったため、活動の
進捗にマイナスの影響を与えている。特に水道料金の請求書発行は、顧客データベースの情報に基づい
て行われるが、データ不備のため、請求書に印刷されている住所が存在しない等のケースが多数報告さ
れている。このように、正確な顧客データの収集は早急に取り組むべき課題となっている。 
 
（アウトプット３の達成度合い） 
2008 年 8 月、「Water Regulations」の一部である水道料金体系に係る規定が水・建設・エネルギー国土
省（以下、MWCEL）大臣により署名され、 それ以降、ザンジバル全土において水道料金徴収が開始され
ることとなった。アウトプット 3 では、料金徴収を開始する上で必要な、料金体系案の策定、住民の支
払い意識の向上、公共水栓利用者の組織化を支援している。公共水栓利用者の組織化においては、ZAWA
では正確な公共水栓の数を把握しておらず、中には殆ど水の出ない水栓もあることから、本プロジェク
トではまず組織化すべき公共水栓を特定する作業から開始している。 
 
（アウトプット４の達成度合い） 
アウトプット 4 の活動は、水道料金徴収、苦情処理、未納対策等の業務に従事する ZAWA 職員の能力強化
を目的としている。料金業務に関する訓練は、ビルアテンダントがザンジバル全土で請求書配布を効率
的に行うことを目的に実施されている。また、顧客サービスに関する訓練は、ZAWA にとって新しい苦情
処理業務に従事する人材を育成することを目的としている。さらに、「水道料金徴収マニュアル」と「苦
情処理マニュアル」が作成され、ZAWA 職員の人材育成に活用されている。 
 
（アウトプット５の達成度合い） 
アウトプット 5 の主な活動はプロジェクトの 2 年時から開始されている。パイロットプロジェクト地域
において、300 の水道メータを設置し、従量制の料金徴収を試行すること、さらに顧客の水利用状況を
把握することを目的としている。主な活動として、ビルアテンダントと配管工を対象とした、水道メー
タの設置、検針、維持管理に係る研修が計画されている。本中間レビューにおいて、パイロットプロジ
ェクトの在り方に関して再検討が行われた。なお、現行 PDM にある水消費モニタリング体制の確立だけ
でなく、プロジェクト後半では包括的な料金徴収モデルを構築すること、その成果を他地域に普及して
いくことがパイロットプロジェクトの意義であることが確認、合意された。 
 
（プロジェクト目標の達成度合い） 
2008 年 3 月に統計局によって実施された「Water Users Census」によると、給水状況に対する顧客の満
足度は非常に低いことが判明した。これは、給水施設の老朽化から引き起こされる水道管の破裂、漏水、
低水圧が原因と考えられる。結果として、プロジェクト目標の指標である料金徴収額の低迷を招いてお
り、現段階で不十分であるビルアテンダントの人員配置への対応、支払箇所・方法の見直しによる料金
徴収業務の効率化が必要である。この点について、日本人専門家による問題分析が行われ、料金徴収を
より効果的に行うためのアクションプラン案が作成され、ZAWA に提案された。 
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３-２ 評価結果の要約（ A：大変良い、B：良い、 C：一部良いが、課題がある、D：悪い ） 
（1）妥当性：プロジェクトの妥当性は、ザンジバル共和国の開発政策、日本の ODA 政策、ターゲットグ
ループのニーズの観点から非常に高い（A）と判断された。ザンジバル共和国の開発計画である「Zanzibar 
Vision 2020」では、安定的な水供給を行うためのシステム強化、効率的な水道料金徴収を行うシステム
の構築を目指すことが挙げられている。さらに、日本の援助政策である「対タンザニア国別援助計画」
では、安全な水の供給と水管理能力の強化を掲げていることから、日本の ODA 政策とも整合している。
 
（2）有効性：プロジェクトの有効性は高い（B）と判断された。プロジェクト目標の達成状況について
は、ZAWA の料金徴収業務だけでなく顧客サービス業の改善に向けて着実に進捗しているものの、幾つか
の阻害要因が確認された。アウトプットとプロジェクト目標の因果関係について、特にアウトプット 1
の ZAWA 職員の公営企業職員としての意識改革が、どの程度達成され、プロジェクト目標の達成に貢献し
ているかを検証することは困難である。その他のアウトプットである、料金体系の確立、顧客管理シス
テムの構築、料金徴収実務の習得、水消費モニタリングは、プロジェクト目標の達成に直接的に貢献し
ている。 
 
（3）効率性：これまでの投入や活動の実施状況をレビューした結果、プロジェクトの効率性は一部課題
がある(C)と判断した。日本側の投入について、本プロジェクトの研修や日々の活動を通じて移転された
技術は、ZAWA の CP の知識や技術の向上に貢献し、日常業務に適切に活用されていることが確認された。
しかしながら、CP を対象とした質問票調査によると、独立採算を目指す上で必要な水道経営・営業実務
のようなビジネス分野の専門性が不足しているとの回答があった。一方、ザンジバル側の投入について
も幾つかの課題が報告された。ZAWA は 2006 年に設立されて以降、料金徴収を行うために必要な権限は
譲渡されたものの、それを効率的に行うための資金や機材は十分とは言えない。なお、この状況に対応
するため、本プロジェクトの今後の投入として、水道経営・営業実務に係る専門家派遣、バイク等の機
材供与を予定している。 
 
（4）インパクト：本プロジェクトの実施によるプラスのインパクトが報告された。ZAWA は料金徴収の
ためのソフトウエアを導入し、業務の効率化を積極的に推進している公社として知られるようになった。
それを受けて、多くの大学生や研究機関の職員が、ZAWA を訪問し、特に顧客管理システムに係る請求書、
会計、顧客データベース等の管理手法を学んでいる。これは、ZAWA の活動をテレビやラジオで全国に紹
介する PR 活動の結果でもある。なお、本調査中においてマイナスのインパクトは報告されなかった。
 
（5）自立発展性：政策面、組織面、技術面での自立発展性は一部課題が残る（C）と判断した。政策面
では、「Zanzibar Vision 2020」によると、ザンジバル政府は効率的な水供給と管理システムの構築を
強化し、全ての水利用者からの効率的な料金徴収を進めるとしている。 
組織面では、ZAWA は 2006 年に発効された「Water Act」に基づいて設立された公社であり、ザンジバル
の給水サービスを一元的に管理する権限が譲渡されている。しかし、職員の 60％以上が技術訓練を受け
ていない単純労働者であり、業務の生産性を低めていると報告されている。財政面においては、ZAWA は
2006 年に公営企業として設立され、2008 年に料金徴収を開始しているが、その財政は依然として政府補
助金に大きく依存している。将来的に政府補助金は逓減していく予定であるため、徴収率を高めること
は ZAWA にとって喫緊の課題である。 
最後に技術面においては、特にパイロットプロジェクトは、顧客のニーズに合った給水サービスを提供
し、料金徴収を行うためのモデル作りを目指して実施される予定であるが、そこから得られた成果や教
訓を他地域へ適応するためには、依然として日本人専門家からの技術指導が必要であると考えられる。
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
ZAWA の行う料金徴収業務における阻害要因として、給水施設の未整備、老朽化による非効率な水供給

の状況が続いていることから、顧客の支払い意思の低下を招いていることが挙げられる。さらに、ビル
アテンダントの数、交通手段、支払方法等における非効率的な徴収システムも一つの要因として挙げら
れる。一方、政策として水道料金徴収が推進され、2008 年 8 月に水道料金体系が整備されたことが、本
プロジェクトの促進要因となっている。 
 
３-４ 結論 
総合的に、プロジェクトの活動は ZAWA の料金徴収だけでなく顧客サービスの向上に向けて進捗してお

り、CP と日本人専門家の努力により ZAWA 職員の技術能力は着実に強化されつつあると結論づけられる。
しかしながら、顧客のニーズに見合ったサービスを提供するためには、依然として改善の余地が残され
ていると言える。 
5 項目評価の結果について、ザンジバルの水セクターの政策と合致していることから本プロジェクト

の実施は妥当と判断した。プロジェクト目標である料金徴収システムの強化に向けて着実に進捗してお
り、その有効性は高い。一方、効率性の観点からは、料金徴収を行うために必要な資機材や資金が十分



 iv

に確保されていないことが明らかとなった。さらに、ZAWA は政府補助金に大きく依存しており、その補
助金は将来的に削減される予定であることから、特に財政面での自立発展性には懸念が残る。  
 
３-５ 提言 
（ア） プロジェクト管理について 

① PDM は、プロジェクト目標を効果的に達成し、個々の成果や活動をより明確にするため、添付
の PDM2 のとおり改訂した。主な変更点は、以下のとおり。専門家と CP は、改訂 PDM に基づき、
PO も改訂し、PDM 及び POをプロジェクト管理のために活用すべきである。 

項目 PDM1 PDM2 

プロジェクト
対象地域 

記載なし Urban and West Region のうち、日本の
無償資金協力によって水道サービスが
改善した地域 

成果３ ZAWA の経営形態を踏まえた収支計画に
基づき料金体系が確立する 

効果的な水道料金徴収のため、水道料金
徴収制度が顧客によって理解される。 

成果５ 顧客に対する水消費のモニタリング体
制が確立する。 

パイロットプロジェクトの対象地域に
おいて、水道料金徴収モデルが確立す
る。 

 
② また、パイロットプロジェクトの実施においては、より詳細な実施計画を作成し、専門家と

CP で共有しつつ、進めるべきである。 
 

（イ） 技術的事項について 
① 末端配水管網を中心とした無収水量の削減…少なくともパイロット地域における漏水は迅速

に修理すべきである。また、将来的には盗水等を含む無収水管理を全域で実施する必要がある。
② 顧客メータの普及…メータの設置を正しい方法で行うこと、定期交換を行うことが必要であ

る。 
③ 徴収率向上ための方策…料金支払いの便をよくするため、費用対効果の高い支払い手段の検

討、導入が必要である。 
④ 給水停止時における扱い…未納者に猶予を与えつつ必要に応じ給水停止を行う措置の検討が

必要である。 
⑤ 配管技術の改善…漏水の原因となるずさんな工事を防ぐため工事監督にかかる技術の向上が

必要である。 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 調査団派遣の目的 
本中間レビュー調査は、技術協力プロジェクト「ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクト」に

関し、ザンジバル側の合同評価メンバーと共に、以下を目的として実施された。 

（1）本技術協力プロジェクトは 2008 年 1 月よりプロジェクトが開始され 2010 年 11 月に終了す

る予定である。2009 年 6 月までに 3 年間に亘るプロジェクト期間の半分が終了したことから、

この機を捉え、現在までのプロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査し、実行

計画との整合性を確認する。 
（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から検証を行い、

終了時までの対応方針等について提言を行うとともに、類似の技術協力案件への教訓を抽出

する。 
（3）今後実施される終了時評価の結果をより確かなものにするために、必要に応じて PDM の改

訂を行う。 

1-2 評価調査団の構成と調査期間 
2009 年 5 月 23 日～6 月 12 日に現地調査が行われた（その詳細日程は添付資料 1 合同評価レポート

の 2 頁を参照ありたい）。さらに、本調査は日本側とザンジバル側の代表者から構成される合同評価

団によって実施された。詳細は以下のとおりである。 

評価調査団： 

【ザンジバル側】 
氏名  所属 

Mohamed Abdulla Mohamed (Mr.) 評価メンバー Director Planning & Policy, Ministry of Water, 
Construction, Energy and Lands 

Ayoub M. Mahmoud (Mr.) 評価メンバー Director Finance & Administration Director, 
Zanzibar Water Authority 

 
【日本側】 

氏名  所属 
須藤 和男 団長／総括 JICA 地球環境部 課題アドバイザー 
山﨑 章三 無収水管理 ㈱クボタ顧問 
末吉 由起子 評価分析 グローバルリンクマネージメント株式会社 
小島 岳晴 調査企画 JICA 地球環境部水資源第二課職員 

1-3 主要面談者 
本評価における主要面談者は以下のとおりである。面談者の詳細情報については添付資料 1 合同評

価レポートの Annex 1 を参照ありたい。 
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1-4 評価方法と評価 5 項目 
本中間レビュー調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づいた評価手

法に沿って以下のとおり実施された。今般の調査では以下③の項目において 4 段階評価を加えて行っ

た。 

① プロジェクトの計画を論理的に配置したプロジェクトデザインマトリックス（Project Design 
Matrix：以下、PDM と呼ぶ）を評価フレームワークとして捉え、本プロジェクトで使用してい

る PDM の指標に照らしてプロジェクトの実績を確認する。 

② いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を実績・実施プ

ロセス・因果関係の観点から把握・検証する。 

③ 「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの観点（評価 5 項目）から、

プロジェクト実施の価値を総合的に評価する。さらに、それぞれの項目につき、A:：大変良い

（Excellent）、B：良い（Good）、C：一部良いが、課題がある（Fair）、D：悪い（Unsatisfactory）1、

の 4 段階評価を行う。 

④ また上記①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした要因の特定を試み、残りのプ

ロジェクト期間でザンジバル側及び日本側で取り組むべき提言を抽出する。 

本プロジェクトの中間レビューに適用される評価 5 項目の各項目の定義は以下のとおりである。 

表 1-1 評価 5 項目の定義 
評価五項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに

合致しているか、相手国の政策との整合性はあるか、日本の援助政策に沿ったものか等「援

助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（ある

いはもたらされるのか）を問う視点。 

効率性 主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、投入資源が有効に活用されている

か（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を問う視点。 

 
上述のとおり PDM を評価のフレームワークとして評価グリッドを作成し、それに沿って以下の方

法で評価調査を行った。PDM1（和文）は添付資料 3、評価グリッドについては、添付資料 2 を参照

ありたい。 

 既存資料レビュー（事前評価報告書、中間モニタリング調査結果、業務進捗報告書 1、ザン
ジバル市街地給水計画事業化調査報告書、業務従事月報等） 

 アンケート調査（CP、JICA 専門家） 

 キー・インフォーマント・インタビュー（CP、JICA 専門家） 
                                                        
1 4 段階評価の判定は、両国の合同評価チームの協議を通じて行われた。 
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 直接観察（ZAWA 内施設、給水設備、パイロットプロジェクト地域） 

日本側評価団は、上記方法で収集されたデータやその分析結果を取り纏め、ザンジバル側評価団と

共に、活動及びアウトプットの実績や 5 項目評価に関する協議を行った。その結果を合同評価報告書

として取り纏め、2009 年 6 月 10 日に開催された合同調整委員会（以下、JCC）に提出し、承認を受

けた。 
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第2章 プロジェクトの概要 

2-1 プロジェクトの背景 
タンザニア国（以下「タ」国）は、大陸部のタンガニーカ共和国と、ウングジャ島とペンバ島を中

心とするインド洋上の島々からなるザンジバル共和国から構成されている。ザンジバルの首都ストー

ンタウンがあるウングジャ島の人口は約 60 万人である。 

ザンジバル共和国都市地域（ストーンタウン及びその近郊）では、1920 年代に地下水・湧水を水

源とした水道が建設され、1990 年までに 158km に及ぶ送配水管、送水場、7 ヵ所の配水池が整備さ

れてきた。しかしながら、財政難によって施設の改修や拡張が行われなかったために、現在都市地域

の給水率は 6 割程度であると推定される。さらに、給水系統によって差はあるものの、平均週３日程

度の断水を余儀なくされている。 

このような状況の下、「タ」国は安全かつ安定した飲料水の供給増加を目的に、我が国に無償資金

協力を要請した。同要請に対し、我が国が 2002 年に派遣した予備調査団によって、ザンジバル都市

地域における上水道の送配水系統の更新・拡張の必要性が確認されたのと同時に、水道使用者から水

道料金が殆ど徴収されていない事実も確認された（一部産業顧客からは料金徴収を行っている）。2006
年 8 月まで水道事業を担っていた水開発局（DWD）の 2003 年度の収支実績は、約 1.0 億円の赤字経

営（収入 700 万円、支出 1.1 億円）と推定されておりコストリカバリー率が約 7％弱という劣悪な経

営状況であった。さらには、維持管理費支出は総支出の 1％未満と異常に低いことが確認された（日

本の水道事業体（指定都市）の修繕費売上高は 12％）。したがって、水道料金の徴収を行い、収支の

健全化を図ることが、無償資金協力実施の前提であるとの提言が予備調査団によってなされた。この

提言を受け、ザンジバル政府は 2004 年 9 月に公営企業体による水道経営の経験豊富な我が国に本技

術協力プロジェクトの協力要請を行った。 

その後、ザンジバルの都市給水事業は、DWD によって省庁直営で行われていた形態から、2006 年

8 月に公社化されたザンジバル水公社（ZAWA）に移管された。これに伴い、水道料金徴収システム

の確立に向けて制度化が進められているが、これまでに一般家庭からの水道料金徴収の実績がないた

め、顧客サービス志向への組織文化の転換、料金徴収業務実務体制の確立及び定着による給水事業の

経営面の強化、住民の支払い意思の醸成等の課題に直面している。 

「タ」国からの上述の要請を受け、JICA は 2007 年 2 月に事前調査を実施し、同年 9 月に R/D を締

結、2008 年 1 月より本技術協力プロジェクトを開始した。 

2-2 プロジェクトの概要 
 

プロジェクト名 タンザニア国ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクト 
実施機関 ザンジバル水公社（Zanzibar Water Authority : ZAWA） 

ターゲットグループ 

直接受益者：ZAWA の顧客サービス、料金業務に関連する職員 
 
間接受益者：ZAWA に登録されているアーバンウエスト地域の顧客 
 

R/D 署名日 2007 年 9 月 26 日 
協力期間 2008 年 1 月－2010 年 12 月（3 年間） 
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上位目標 
ZAWA の水道事業体としての独立採算に向けた基盤が整備される 

プロジェクト目標 
顧客満足度の高い料金徴収業務体制が確立される 

アウトプット 
1. ZAWA 職員に公営企業としての意識が定着する。 
2. 顧客管理システムが整備・運営される。 
3. ZAWA の経営形態を踏まえた収支計画に基づき料金体系が確立する。 
4. ZAWA 職員が料金徴収・苦情処理実務を習得する。 
5. 顧客に対する水消費のモニタリング体制を確立する。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入 
以下に述べるとおり、中間レビュー時点で、日本側とザンジバル側の投入は概ね計画通りに実施さ

れている。 

3-1-1 日本側の投入 
1）専門家派遣 

表 3-1 に示すとおり、プロジェクトの 1 年時には 6 名の専門家が派遣された。2008 年 11 月

に行われた現地モニタリング調査において、水道経営や営業などのビジネス面での専門性が必

要と判断された。さらに、中間レビューで行われた CP のインタビュー調査においても、同分

野の技術移転を望む意見が多く聞かれた。この点につき、JICA は新たな専門家派遣を決定し、

2009 年 6 月より横浜市水道局職員 2 名が派遣されている。本専門家派遣の詳細は添付資料 1
合同評価レポートの Annex 6 を参照ありたい。 

表 3-1 JICA 専門家の派遣分野と活動人月（MM） 
専門分野 MM 

1 年次（実績） 
MM 

2 年次（計画） 
総括/顧客サービス 1 9.07 4.80 
顧客サービス 2 7.53 8.21 
料金徴収 6.70 5.60 
住民組織化・広報活動 2 5.30 5.00 
住民組織化・広報活動 2 0.00 3.83 
調整員 4.00 2.00 
水道経営 ― 2.00 
水道営業実務 ― 6.00 

 

2）供与機材 
日本側の機材供与の実績は約 8,823,000 円である。主な供与機材は、顧客管理に必要なソフ

トウエア、オフィス機器、GPS 等である。供与機材リストの詳細は添付資料 1 合同評価レポ

ートの Annex 7 を参照ありたい。 

3）現地業務費 
本評価時点で、日本側の現地業務費として約 21,601,000 円が、プロジェクトの運営のために

活用された。現地業務費の詳細は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 8 を参照ありたい。 

3-1-2 ザンジバル側の投入 
1）カウンターパートの配置 

本プロジェクトの実施のために配置されたザンジバル側の人員は、ZAWA の各部署を代表

する職員 11 名である。詳細は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 9 を参照ありたい。 

2）施設・補助要員等の提供 
プロジェクト活動に必要な専門家の執務室、会議室等が適切に提供された。しかし、給水設

備の保守管理費や料金徴収に係る職員数（特にビルアテンダント）は十分とは言えず、プロジ
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ェクトの進捗に対するマイナスの影響が懸念される。 

3）ローカルコスト負担 
プロジェクト開始当初からザンジバル側のローカルコストは安定的に負担されており、本評

価時点で、約 345,075,000 タンザニアシリング（約 25,189,000 円相当2）が負担された。主な支

出費目は、CP の人件費、PR 活動費、顧客調査費等である。ザンジバル側ローカルコスト負担

の詳細は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 10 を参照ありたい。 

3-2 活動実績 
PDM で計画された活動の実績は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 11 のとおりである。活動項

目別の達成率は、日本人専門家による自己評価を、調査団がプロジェクトの報告書及び関係者からの

聞き取りに基づいて確認したものである。計画された活動はほぼ計画通りに実施されている。 

3-3 アウトプットの達成状況 
アウトプット 1:  

ZAWA 職員に公営企業としての意識が定着する。 
 

アウトプット 1 は、ZAWA の中期ビジネス戦略計画や服務規定の策定支援と、それに基づくセミ

ナーやワークショップの開催を通じて、公営企業職員としての意識を高めることを目的としている。

中間レビュー時点では、「Strategic Business Plan 2008-2013」「Code of Ethics and Conduct」「Job 
Descriptions」が策定され、ZAWA の本部職員を対象としたセミナーが合計 4 回開催されている。し

かし、CP を対象としたインタビュー調査では、これまでの活動に加え、業務効率化を推進するため

の教育システムの構築が必要であることが確認された。この要望に応えるべく、2009 年 6 月より、

JICA は 2 名の専門家を追加派遣し、ビジネスマネジメントと水道営業分野での指導を行う。 

 指標 1.1 全ての ZAWA 職員が中期ビジョン検討セミナーに参加する。 

アフリカ開発銀行、UN-Habitat、ウガンダの水道公社の協力を得て、ZAWA の「Strategic Business Plan 
2008-2013」が作成された。この計画では ZAWA の責務、ビジョン、ミッションが明記されており、

ZAWA が到達すべき中期目標とその戦略が記されている。同計画に関するセミナーには、ウングシ

ャ本部とペンバ支所3から職員が参加し、目標数を上回る合計 199 名が参加した。 

表 3-2 中期ビジョンセミナーの実績 
日付 参加者数 目標数 達成状況 

Apr. 2008 166 145 
(All ZAWA staff excluding 

Pump Operators, Laboratory, 
Cleaners, Drivers, Security) 

114%（達成） 

Oct. 2008 33 - - 

出所: プロジェクト資料に基づき評価団員が作成 

 

                                                        
2 平成 21 年度 5 月の JICA 精算レートを適応（TZS1＝￥0.073） 
3 ザンジバル共和国は、ウングジャ島とペンバ島から成り立っている。ZAWA 本社はウングジャ島に位置する。 
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 指標 1.2 全ての ZAWA 職員が服務規律検討セミナーに参加する。 

日本人専門家と ZAWA 職員の協議を経て「Code of Ethics and Conduct」が作成された。この規定で

は、ZAWA のビジョン、ミッション、コア・バリューを明らかにし、全ての職員が従うべき職務規

定を明記している。同規定に関するセミナーには、ウングシャ本部とペンバ支所の合計 149 名が参加

した。セミナー開催日に出張、休暇、別業務等の理由で参加できない職員がおり、目標値に達してい

ないが、当日参加できなかった者に対しては、ZAWA 内の定例会議等を通じて服務規程の周知を行

っている。 

表 3-3 服務規程セミナーの実績 
日付 参加者数 目標数 達成状況 

Jul. 2008 116 145 
(All ZAWA staff excluding 

Pump Operators, 
Laboratory,Cleaners, Drivers, 

Security) 

80% 

Oct. 2008 33 - - 
出所: プロジェクト資料に基づき評価団員が作成 

 

 指標 1.3 全ての部署が業務分掌を策定する。 

日本人専門家の指導のもと、全ての部署の業務責務を明文化した「Job Descriptions 2008」が策定さ

れた。この業務分掌は、2008 年 11 月に理事会に提出され、2009 年 3 月に承認された。 

 指標 1.4 プロジェクト実施中に、ZAWA の業務評価検討会に職員が参加する（年次）。 

料金徴収実績を踏まえ、2009 年以降の会計年度末に業務評価検討会を開催する予定である。対象

者はアシスタントオフィサー以上の本部職員である。また、ZAWA の事業評価を行うために、

「Management Information System Report」の作成が日本人専門家より提案された。2009 年 4 月に試行

版が作成され、続く 5 月より毎月発行することが計画されている。 

 
アウトプット 2:  

顧客管理システムが整備・運営される。 
 

アウトプット 2 は、水道設備（公共水栓、水源、ポンプ、貯水池、給水所、給水網、水道メータ等）

や顧客のデータベースの作成を含む顧客管理システムの構築を目的としている。これらデータベース

は、顧客サービス業務に必要な情報を一元的に管理していることから、ZAWA の効率的な業務遂行

において非常に重要である。しかしながら、統計局の協力により入手した情報の一部が不正確であっ

たため、活動の進捗にマイナスの影響を与えている。特に水道料金の請求書発行は、顧客データベー

スの情報に基づいて行われるが、データ不備のため、請求書に印刷されている住所が存在しない等の

ケースが多数報告されている。このように、正確な顧客データの収集は早急に取り組むべき課題とな

っている。 
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 指標 2.1 給水管網情報がデータベースに入力される。 

これまで給水設備の情報は、データベースではなく図面上で管理されていた。本プロジェクトでは、

それらの既存の情報をデータベースに入力する作業を支援している。技術部の職員 6 名により GPS
チームが結成され、既存の給水施設の情報のデータベース入力と併せて、GPS を用いた現場確認を

行っており、現在もその作業が継続している。担当職員によると、現時点のアーバンウエスト地域で

の完成率（現地確認作業とデータ入力の達成状況）は、公共水栓は 100％、配水池は 90％、給水網は

80％、主要な配水管は 70％、水源は 50％としており、プロジェクト期間内に主要な給水施設のデー

タベース化は完了する見込みである。 

 指標 2.2 顧客情報（47 千件）（名前/住所/給水装置等）がデータベースに入力される。 

顧客の特定を目的に、統計局とシェヒアにより合計 63,187 の顧客情報が収集され、全ての情報が

データベースに入力された。2008 年 9 月の第一回料金徴収では、このデータベースを基に 60,000 以

上の請求書が発効された。しかしながら、請求書の送付先に水供給を受けていない世帯が含まれてい

る場合や、データベースに入力されていない顧客が存在する等の様々なエラーが報告された。現在、

ZAWA 職員は請求書の発行と並行して、顧客やビルアテンダントから寄せられる顧客情報に基づい

てデータベースの更新を継続して行っている。 

 指標 2.3 研修を通じて顧客管理システムの使用方法を習得した職員数（30 名）。 

表 3-4 で示すとおり、合計 49 名の ZAWA 職員が顧客管理システム（請求書・領収書発行、給与計

算、会計事務、GIS 等）に関連するセミナーに参加し、必要な技術や知識を習得した。 

表 3-4 顧客データベースに係るトレーニングの実績 
日付 対象者 効果 

Apr. 2008 

Jun. 2008 

15 IT, Credit Control, 
Cashiers 

IT Officer は、今後起こりうるシステム管理上の

種々の問題に対処可能となった。Credit Control
担当は、データ入力・更新に対応可能となった。

Cashier は領収書の発行手順を習得した。 

May. 2008 5 Human Resources Dep. 対象者は給与計算の操作手順を習得した。人事

データも入力され、ZAWA のマネジメント体制

の強化につながった。 

Jun-Aug.2008 

Sep-Dec. 2009 

10 

6 

Technical Dep. OJT の実施により、6 名中 2 名は GIS の操作、

データ入力を完全に習得した。他の 4 名は習熟

度 80％程度である。今後はこの 2 名がトレーナ

ーとなり他のスタッフに技術移転が可能。 

Nov.2008 13 Accounting and Finance 
Dep 

主要な会計・財務データがシステムに入力され

た。対象者は操作手順を習得し、今後事務処理

の効率化が期待できる。 

出所: プロジェクト資料 
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 指標 2.4 顧客管理システムへの情報が更新される。 

PDM の指標である更新状況を示す記録は残されていないが、インタビュー調査及び視察を通じて、

顧客データベースが構築されて以来、Customer Care Officer と Credit Control Officer により情報の更新

が適宜行われていることが確認された。2009 年 5 月から発行予定の「Management Information System 
Report」では、毎月の新規顧客や解約顧客に係る情報の更新情報を取りまとめる予定であることから、

今後は当該データをもって顧客データベースの更新状況をモニタリングすることが可能である。 

 
アウトプット 3: 

ZAWA の経営形態を踏まえた収支計画に基づき料金体系が確立する。 
 

2008 年 8 月、「Water Regulations」の一部である水道料金体系に係る規定が水・建設・エネルギー

国土省（以下、MWCEL）大臣により署名され、それ以降、ザンジバル全土において水道料金徴収が

開始されることとなった。アウトプット 3 では、料金徴収を開始する上で必要な、料金体系案の策定、

住民の支払い意識の向上、公共水栓利用者の組織化を支援している。公共水栓利用者の組織化におい

ては、ZAWA では正確な公共水栓の数を把握しておらず、中には殆ど水の出ない水栓もあることか

ら、本プロジェクトではまず組織化すべき公共水栓を特定する作業から開始している。したがって、

PDM で定められている 500 組織という目標値も、現状に合った数値に変更する必要が生じている。

なお、5 章で述べるとおり、これまでの活動やその目的を考慮して、アウトプット 3 の表現や指標に

ついて見直しを行った。 

 指標 3.1 プロジェクト実施中、作成された ZAWA の 10 年間の年間収支計画の作成と更新。 

ZAWA と関係省庁の間では、一部の維持管理費に対する政府補助金は継続されるものの、将来的

には独立採算経営を目指すべきという共通認識がある。この認識のもと、アフリカ開発銀行と UN 
Habitat の主導で、ZAWA の今後 10 年間の財務予測が行われた。この予測によると、ザンジバル全土

で 60～65％程度の徴収率が達成されれば、維持管理費（減価償却費を除く）の回収は可能であると

している。この予測は実際の収支状況を踏まえて随時更新される予定である。最近は 2008 年 11 月に

行われ、次回は 2009 年 8 月に更新が予定されている。 

 指標 3.2 プロジェクト実施中、料金体系の策定と更新。 

これまで ZAWA は一部の商業顧客や政府機関からのみ水道料金を徴収しており、それ以外の顧客

からは料金徴収を行っていなかったため、体系的な料金表は策定されていなかった。本プロジェクト

では、ZAWA の経営陣との協議を通じて、水道料金体系案を作成し、2008 年 4 月に理事会の承認を

受け、「Water Regulations」の改訂案として MWCEL に提出された。そして、同年 8 月に MWCEL 大

臣の署名を受け、ザンジバル全土で料金徴収が実施される運びとなった。ZAWA の中期計画である

「Strategic Business Plan」によると、この料金体系は 2011 年に更新されることになっている。 

 指標 3.3 広報活動の実施回数と頻度 

合計 2 名（当時）の PR officer が PR 活動の戦略、予算、業務マニュアルに係る OJT を通じて必要

な技術・知識を習得した。表 3-5、表 3-6 に示すとおり、料金支払いに対する住民の意識向上を目的



 
 

3-6

とした広報活動は、テレビ、ラジオ、チラシ、ステッカー、説明書、住民集会等を通じて実施されて

いる。住民集会は、ZAWA 職員による現在の給水状況や料金徴収義務に関する説明会であると同時

に、住民からの質問、要望、苦情等に応える場ともなっている。これまで合計 11 回、48 シェヒア4を

対象としており、これはアーバンウエスト地域の全シェヒアの 58％に相当する。 

 
表 3-5 PR 活動で作成・配布された成果品 

成果品 数量 
Flyers 50,000 

Stickers 15,000 
Customer Service Charters 15,000 

 
表 3-6 シェヒアでのパブリックミーティングの実施回数 

No. 日付 シェヒアの数 
1 May. 2008 4  
2 Jul. 2008 5 
3 Jul. 2008 2 
4 Jul. 2008 6 
5 Jul. 2008 4 
6 Jul. 2008 5 
7 Jul. 2008 4 
8 Jul. 2008 8 
9 Jul. 2008 6 

10 Jul. 2008 2 
11 Oct 2009 2 

合計 48  
（アーバンウエスト地域のシェヒ

アの 58%に相当） 
出所: プロジェクト資料に基づき評価団員が作成 

 

 指標 3.4 顧客の支払い意思の向上 

2008 年 3 月、ZAWA は統計局の協力を得て水道利用者調査を実施した。この調査によると、現在

の給水状況に対する利用者の満足度は非常に低いことが判明した。給水サービスに満足していると答

えたのはわずか 21％であり、水圧に対してはさらに低い 19％となっている。しかしながら、81％の

利用者は、もし給水状況が改善されれば、水道料金を支払う意思はあると答えている。以上の結果か

ら、料金徴収率を上げるためには、給水状況の改善が喫緊の課題であることは明白である。以降、顧

客の支払意思に関する調査は実施されていない。 

 指標 3.5 組織化された公共水栓利用者グループの数（500 組織） 

中間レビュー時点で、公共水栓グループ（キオスク）の組織化計画は準備段階にある。ZAWA に

おいて公共水栓の正確な数が把握されていなかったため、プロジェクト前半は、アーバンウエストの

シェヒアの協力を得て、水の出る公共水栓を特定するための調査を実施した。その結果、アーバウエ

スト地域には 553 の公共水栓が存在することが判明し、本プロジェクトではその中でも給水状況の良

                                                        
4 シェヒアとは、タンザニアの最少行政区のこと。 
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い574 水栓を優先的に組織化することが CP との協議を通じて決定された。この組織化計画において

は、コミュニティ開発を推進する中心機関であるコミュニティ開発局（Department of Community 
Development6、以下 ‘DCD’）との協働で、公共水栓の維持管理や水の効率的な利用に関する研修を行

う計画である。2009 年 5 月、ZAWA と DCD の間でキオスクの組織化に係る MOU が交わされた。 

 
アウトプット 4:  

ZAWA 職員が料金徴収・苦情処理実務を習得する。 
 

アウトプット 4 の活動は、水道料金徴収、苦情処理、未納対策等の業務に従事する ZAWA 職員の

能力強化を目的としている。料金業務に関する訓練は、ビルアテンダントがザンジバル全土で請求書

配布を効率的に行うことを目的に実施されている。また、顧客サービスに関する訓練は、ZAWA に

とって新しい苦情処理業務に従事する人材を育成することを目的としている。さらに、「水道料金徴

収マニュアル」と「苦情処理マニュアル」が作成され、ZAWA 職員の人材育成に活用されている。

また、本活動において行われているアルーシャ水道公社との人材交流は、ZAWA 職員の知識の深化

と日常業務への適応において有益であった。 

 指標 4.1 料金業務に関する訓練実施回数と受講者数（30 名）。 

2008 年 8 月に水道料金徴収マニュアルが作成され、これに基づき、合計 33 名（当時）のビルアテ

ンダントが基本的な料金徴収業務について研修を受けた。次のステップとして、全てのビルアテンダ

ント 17 名（当時）アルーシャ水公社職員を講師として招き、料金徴収実務に関する OJT を実施した。

研修の実績は表 3-7 のとおりである。現在は稼働が可能なビルアテンダント数が減少したため、他

部署から一時的に人員を補てんしながら請求書の配布を行っている7。その際、ZAWA の営業部長に

よる請求書配布に関する簡易説明会が行われている。 

表 3-7 料金業務に関する訓練の実績 
日付 参加者 目標 達成状況 

Aug. 2008 33 Bill Atttendants 30 110%  
Nov. 2008 17 Bill Atttendants 30 57% 

出所: プロジェクト資料に基づき評価団員が作成 
 

 指標 4.2 顧客サービスに関する訓練実施回数と受講者数（30 名）。 

顧客サービスマニュアルの一部として苦情処理マニュアルが新たに作成された。このマニュアルに

基づき、日本人専門家、アルーシャ水公社職員、IT コンサルタントによるワークショップや OJT が

実施された。苦情処理業務は、ZAWA にとって新しい業務の一つであるが、中間レビュー時点では

訓練された職員の間で担当業務が明確に認識されており、日常業務の一環として着実に根付きつつあ

ることが確認された。表 3-8 は顧客サービスに関する訓練の実績を示している。PDM の目標値であ

                                                        
5 給水状況の良いシェヒアとは、一般顧客の直接給水率が 75％を超えるシェヒアを指す。 
6 Ministry of Labor, Youth, Women and Children の一部局。 
7 ビルアテンダントは、当初他の部署から職員を寄せ集めて数をそろえていたが、能力の問題で職務が全うできない

職員は元の部署に戻され、結果としてビルアテンダントの業務ができる 17 人が残った。 
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る 30 名には達していないものの、実際の苦情処理業務に必要な職員を訓練していることが確認され

た。 

表 3-8 顧客サービスに関する訓練の実績 
日付 参加者 目標 達成状況 

Jun. 2008 
Nov.2008 
Apr. 2009 

9 CustomerService/Care 

Jun. 2008 9 Management  
Apr. 2009 5 Plumber, Bill Attendant 

30 77% 

出所: プロジェクト資料に基づき評価団員が作成 
 

 指標 4.3 料金徴収率（登録顧客の 50％以上） 

2008 年 8 月に料金徴収が開始されて以来、第一回目の請求書の配布と料金徴収8が 9 月中旬に行わ

れた。表 3-9 は 2008 年 9 月から 2009 年 2 月の顧客別料金徴収率を示しており、これまでの平均徴

収率は 10％と非常に低いことがわかる。一般顧客の徴収率はわずか 2％以下である。2009 年 3 月と 4
月は顧客データベースの更新作業のため請求書発行に遅延が生じたため、徴収率を算出することがで

きなかった。中間レビュー時点では、2009 年 5 月の請求書印刷が行われている最中であった。 

表 3-9 顧客別の料金徴収率の推移（Sep.2008-Feb.2009） 
 Sep Oct Nov Dec Jan Feb 
Commercial 31.7 54.8 26.2 27.1 9.8 35.7
Domestic 0.9 2.0 1.7 2.0 1.4 1.9
Govt & Inst 33.1 5.6 63.7 54.6 2.7 2.6
Others 53.3 17.2 1.5 0 87.4 2.3
Average 6.8 9.5 8.9 7.3 4.4 13.9

出所: Revenue Report and Billing Statistics 
 
 

アウトプット 5: 

顧客に対する水消費のモニタリング体制を確立する。 
 

アウトプット 5 の主な活動はプロジェクトの 2 年時から開始されている。パイロットプロジェクト

地域において、300 の水道メータを設置し、従量制の料金徴収を試行すること、さらに顧客の水利用

状況を把握することを目的としている。主な活動として、ビルアテンダントと配管工を対象とした、

水道メータの設置、検針、維持管理に係る研修が計画されている。本中間レビューにおいて、パイロ

ットプロジェクトの在り方に関して再検討が行われた。なお、現行 PDM にある水消費モニタリング

体制の確立だけでなく、プロジェクト後半では包括的な料金徴収モデルを構築すること、その成果を

他地域に普及していくことがパイロットプロジェクトの意義であることが確認、合意された。よって、

5 章で述べるとおり、PDM2 においてアウトプット 5 の指標、活動等を変更することとなった。また、

日本人専門家によって作成された「パイロットプロジェクトの実施計画」については別添資料 5 を参

照ありたい。 

                                                        
8 料金徴収率（％）＝（徴収金額÷請求金額）×100 
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 指標 5.1 メータを設置する顧客に対する説明会の実施。 

2009 年 5 月、マカダラシェヒアにおいて水道メータ設置に係る第 1 回の説明会が開催された。現

時点で、合計 155 世帯が水道メータの設置と従量制料金徴収に合意している。 

 指標 5.2 メータの設置数（300 箇所） 

関連する活動は今後実施される予定である。 

 指標 5.3 検針業務に関する訓練実施回数と受講者数（20 名） 

2009 年 5 月、水道メータ検針業務を明確化するために、ビルアテンダントと配管工を対象とした

訓練が実施された。 

表 3-10 検針業務に関する訓練の実績 
日付 参加者数 対象者 目標 達成状況 

4th May 
2009 

22 Credit Control(inc. Bill 
atendant), Customer 

Service(inc.Plumbler) 

20 110% 

5th May 
2009 

19 Credit Control(inc. Bill 
atendant), Customer 

Service(inc.Plumbler) 

20 95% 

出所: プロジェクト資料に基づき評価団員が作成 
 

 指標 5.4 ZAWA 職員水道メータ訪問検針記録（6 か月連続）。 

関連する活動は今後実施される予定である。 

3-4 プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標 : 

顧客満足度の高い料金徴収業務体制が確立される。 
 

2008 年 3 月に統計局によって実施された「Water Users Census」によると、給水状況に対する顧客

の満足度は非常に低いことが判明した。これは、給水施設の老朽化から引き起こされる水道管の破裂、

漏水、低水圧が原因と考えられる。言うまでもなく、プロジェクト目標である顧客満足度の高い料金

徴収を実施するためには、顧客に安定した水が供給されることが必須である。また、プロジェクト目

標の指標である料金徴収額の低迷を招いている要因として、ビルアテンダントの人員不足、支払箇

所・方法が限定されている等の非効率な料金徴収業務が挙げられる。この点について、日本人専門家

による問題分析が行われ、料金徴収をより効果的に行うためのアクションプラン案が作成され、

ZAWA に提案された。このアクションプランには、今後 ZAWA が抱える課題や取り組むべき提案事

項が記載されているが、中間レビュー時点で、今後 ZAWA がどのように対応していくかについて明

確なコミットメントは得られていない。 

 指標 1. 顧客満足度の上昇 

2008 年 3 月、ZAWA は統計局の協力を得て、アーバンウエスト地域の 62,341 世帯の水利用者の水

利用状況、満足度、要望、支払意思等に関する調査を実施した。この調査結果では、給水サービスに
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満足していると回答した世帯は 21％、水圧に満足しているのは 19％と、顧客の給水に対する満足度

の低さが明らかとなった。中間レビュー時点で、同様の調査は実施されていないため、顧客の満足度

の推移を測るためのデータは入手できなかった。一方、2009 年 4 月、ZAWA の PR 活動の一環として

顧客の満足度調査が実施されている。この調査では、アーバンウエスト地域の 6 シェヒアの中から

55 世帯をランダムに選択し、質問票及びインタビュー調査を実施している。その結果、対象世帯の

うち 40％が ZAWA の給水サービスに満足していると回答している。なお、顧客の満足度は給水事業

というハード面での改善に大きく依存している。本プロジェクトは ZAWA の経営基盤整備というソ

フト面での支援が中心であることから、5 章で述べるとおり、PDM の指標の見直しが行われた。 

 指標 2. 料金徴収額の増加（3 億 5 千万 Tsh/年 9 （2007 年 3 月時では約 9 千万 Tsh/年）） 

2008 年 8 月に「Water Regulations」の一部として水料金体系が承認され、2008 年の 9 月から 第 1
回目の料金徴収が始まった。表 3-11 は 2008 年 9 月から 2009 年 4 月までの料金徴収額である。2009
年 3 月と 4 月の一般顧客の料金徴収額が減少した理由として、2 月から老朽化した 24 か所のポンプ

が停止したこと（3 月に回復）、また顧客データベースの情報更新作業のため一時的に請求書配布の

作業が遅れたことが挙げられる。図 3-1 は、合計徴収額の推移を示しており、緩やかであるが全体

的に増加傾向にあることがわかる。 

指標の達成状況については、現行の PDM では年間 3 億 5 千万シリングとしているが、2007/ 2008
年度会計報告によると、2008 年 7 月時点の料金徴収額は 3 億 5662 万シリングであることから既に目

標値を超えていることがわかる。よって本レビューでは、プロジェクト関係者との協議を通じて、残

りのプロジェクト期間内に達成すべき新たな目標値を定めることで合意した。 

表 3-11 料金徴収額: Sep.2008-Apr.2009（Thousand Tshs） 
 Sep Oct Nov Dec Jan Feb Mar Apr May 

Commercial 15,462 23,308 17,158 11,134 12,349 48,110 35,255 18,170 33,994

Domestic 2,422 4,942 3,884 4,864 3,101 4,354 2,235 1,309 4,293

Govt & Inst 2,900 574 6,300 5,101 266 375 360 1,900 6,450

Others 160 60 9 - 108 15 - 10 28

Total 20,764 28,884 27,352 21,200 15,825 52,854 37,850 21,389 44,765

出所: ZAWA Revenue Report 
 

                                                        
9 3 億 5 千万 Tsh の計算根拠：産業顧客と 2007 年 3 月時点で戸別給水を直接に受けている顧客（＝約 1 万 4 千戸）の

50％から料金徴収が可能である、とした。 
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図 3-1 合計徴収金額の推移 
出所: ZAWA Revenue Report を基に評価団員が作成 

 

3-5 プロジェクトの実施プロセスに係る事項 
プロジェクトの実施体制の適切性について確認するために、日本人専門家及び CP を対象に質問票

及びキー・インフォーマント・インタビューを実施した。プロジェクト関係者内のコミュニケーショ

ンは適切であり、ZAWA の CP と日本人専門家は緊密な協働関係の下、日常業務で生じる技術的課題

や問題に対処していることが確認された。活動の進捗状況の情報共有に関しては、プロジェクトチー

ム内のミーティングが毎週水曜日に行われている。ミーティングでは議事録が作成され、当日出席で

きなかった関係者にも共有されている。しかしながら、PDM の適切な活用という点からは課題が残

る。PDM の指標の達成状況に関する協議が行われたのは 1 回のみであり、プロジェクトの成果をモ

ニタリングするためのツールとして有効に活用されているとは言い難い。PDM に基づいた進捗状況

の確認は、プロジェクトの全様、各活動のタイムフレーム、成果の達成状況、到達すべき目標を関係

者間で共有する上で有効であるため、定期的な開催が望ましい。 

日本側からは、2008 年 11 月に現地モニタリング調査団が派遣され、プロジェクトの進捗状況の確

認と技術指導が行われた。本調査の結果を受け、プロジェクトの成果をさらに高めるために必要な追

加の投入（水道経営の経験を持つ専門家の派遣）を行った。 

技術移転の適切性に関し、CP へのインタビュー調査を行ったところ、日本人専門家の技術や知識

は ZAWA の技術ニーズに合致していることから適切であると評価された。一方、追加の技術的支援

が必要な分野として水道経営と漏水対策が挙げられた。この点につき、2009 年 6 月から水道経営と

営業実務の 2 名の専門家が派遣されている。

（Thousand Tshs）
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第4章 評価 5 項目による評価結果 

合同評価団は、プロジェクトを、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という 5 項目

の観点から評価した。それぞれの項目につき、A:：大変良い（Excellent）、B：良い（Good）、C：一

部良いが、課題がある（Fair）、D：悪い（Unsatisfactory）、の 4 段階評価を行った。 

4-1 妥当性 
プロジェクトの妥当性は、ザンジバル共和国の開発政策、日本の ODA 政策、ターゲットグループ

のニーズの観点から非常に高い（A）と判断された。 

ザンジバル共和国の開発計画である「Zanzibar Vision 2020」では、安定的な水供給を行うためのシ

ステム強化、効率的な水道料金徴収を行うシステムの構築を目指すことが挙げられている。さらに、

ZAWA は「Water Act」4 条の下で設立された公社であり、ザンジバルの水管理を一元的に統括する権

限が与えられている。よって、本プロジェクトにおいて、ZAWA の料金徴収業務を含む経営基盤の

整備を支援することは、ザンジバル側の開発課題に合致していると言える。 

日本の援助政策である「対タンザニア国別援助計画」では、安全な水の供給と水管理能力の強化を

掲げていることから、日本の ODA 政策とも整合している。 

本プロジェクトは ZAWA 職員を直接のターゲットグループとしており、その選定は適切であった。

なぜなら、ZAWA 職員の知識・技術の向上なくしてザンジバルの給水サービスは向上しないためで

ある。プロジェクトに関係している ZAWA 職員の多くは、本プロジェクトの投入や活動は、ZAWA
の経営体制や給水サービスの向上に貢献していると評価している。 

4-2 有効性 
プロジェクトの有効性は高い（B）と判断された。 

プロジェクト目標の達成状況については、3-4 で述べたとおり、ZAWA の料金徴収業務だけでなく

顧客サービス業の改善に向けて着実に進捗しているものの、幾つかの阻害要因が確認された。その要

因として、給水施設の未整備、老朽化による非効率な水供給の状況が続いていることから、顧客の支

払い意思の低下を招いていることが挙げられる。さらに、ビルアテンダントの数、交通手段、支払方

法等における非効率的な徴収システムも一つの要因として挙げられる。一方、政策として水道料金徴

収が推進され、2008 年 8 月に水道料金体系が整備されたことが、本プロジェクトの促進要因となっ

ている。 

アウトプットとプロジェクト目標の因果関係について、特にアウトプット 1 の ZAWA 職員の公営

企業職員としての意識改革が、どの程度達成され、プロジェクト目標の達成に貢献しているかを検証

することは困難である。関係者も認めるとおり、ZAWA 職員のマインドを変容させるためにはより

長い時間と大幅な運営面の改革が必要である。その他のアウトプットである、料金体系の確立、顧客

管理システムの構築、料金徴収実務の習得、水消費モニタリングは、プロジェクト目標の達成に直接

的に貢献している。 

本中間レビューでは、調査団とプロジェクトチームの間でプロジェクトの有効性を高めるために必

要な事項について協議を行った。その結果、アウトプット 5 のパイロットプロジェクト地域での活動
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を見直す事となった。現行の PDM では「（パイロット地域において）水消費モニタリング体制を構

築する」ことがパイロットプロジェクトの一次的な目的であったが、限られた人員と時間の中で広範

囲にわたる全顧客の料金徴収を行うよりも、給水状況の良い対象地域を選定し、その地域に投入や活

動を集中させることで料金徴収モデルを確立し、他地域へ適用していく方が効果は上がるのではない

かと考えられた。以上の議論を踏まえて 5 章に述べるとおり、PDM の見直しを行った。 

4-3 効率性 
これまでの投入や活動の実施状況をレビューした結果、プロジェクトの効率性は一部課題がある

（C）と判断した。日本側の投入について、本プロジェクトの研修や日々の活動を通じて移転された

技術は、ZAWA の CP の知識や技術の向上に貢献し、日常業務に適切に活用されていることが確認さ

れた。しかしながら、CP を対象とした質問票調査によると、独立採算を目指す上で必要な水道経営・

営業実務のようなビジネス分野の専門性が不足しているとの回答があった。この点については、JICA
は追加の専門家派遣を決定し、2009 年 6 月から水道営業・経営分野の専門家を派遣している。また、

評価チームは ZAWA 施設に設置された日本側が供与した機材の視察を行い、それらが適切に活用さ

れていることを確認した。 

一方、ザンジバル側の投入についても幾つかの課題が報告された。ZAWA は 2006 年に設立されて

以降、料金徴収を行うために必要な権限は譲渡されたものの、それを効率的に行うための資金や機材

は適切とは言えない。例えば、現在 ZAWA では数百名の職員が 2 台の車と 7 台のバイクを共有して

いるため、ビルアテンダントは公共バスか徒歩で 60,000 件以上の請求書配布を行っている状況であ

る。さらに、ZAWA は水道料金徴収を通じて独自予算の獲得に努めているものの、老朽化した給水

施設の維持管理を適時に行うために必要な費用の確保には至っていない。 

プロジェクトで予定された活動は概ね計画通りに進んでおり、ZAWA 職員が料金徴収を行うため

に必要な基本的な技術移転やシステムは構築されつつある。しかしながら、将来的にそれらの成果を

適応し水平展開していく上で、ZAWA の財政、人員、機材が十分に調達されていないことに懸念が

残る。 

4-4 インパクト 
本プロジェクトのインパクトは良い（B）と判断された。 

上位目標の達成状況を測る指標は、「水公社の総事業費用のコストリカバリー率」であるが、「総事

業費」の範囲や「コストリカバリー率」の定義付けが行われていなかった為、中間レビュー時点でそ

の検証は困難であった。そのため、プロジェクトチームとの協議を通じて、ZAWA が 2015 年までに

到達すべき目標値の設定と指標の定義について協議を行った。その結果、「減価償却費と電気代を除

いた支出の 50％が ZAWA のサービス収入（政府補助金を除く）で賄われる」で合意された。この定

義に基づくと、表 4-1 に示すとおり、2007/2008 年度は、支出のうち 18％がサービス収入で賄われて

いる。将来的に、新たに 15,000 世帯（アーバンウエスト地域の ZAWA の全ての顧客数に相当）から

料金徴収ができれば、上位目標の達成は可能であると予測される。 
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表 4-1 ZAWA の収支決算報告 FY2007/2008 (million Tshs) 
Operation Costs Production 

Costs 
(Electricity) 

Payroll 
&related 
Expenses 

General 
Administrative 
Expenses 

Depreciation 
Expenses 

Revenue 
(excluding 
Subvention) 

% 
(Revenue/ 
Operational 
Cost) 

1,756 1,083 1,222 4,436 417 18%
出所: ZAWA Board of Directors’ Report and Financial Statements 

 

また、本プロジェクトの実施によるプラスのインパクトが報告された。ZAWA は料金徴収のため

のソフトウエアを導入し、業務の効率化を積極的に推進している公社として知られるようになった。

それを受けて、多くの大学生や研究機関の職員が、ZAWA を訪問し、特に顧客管理システムに係る

請求書、会計、顧客データベース等の管理手法を学んでいる。これは、ZAWA の活動をテレビやラ

ジオで全国に紹介する PR 活動の結果でもある。 

なお、本調査中においてマイナスのインパクトは報告されなかった。 

4-5 自立発展性 
政策面、組織面、技術面での自立発展性は一部課題が残る（C）と判断された。 

 政策面：「Zanzibar Vision 2020」によると、ザンジバル政府は効率的な水供給と管理システムの

構築を強化し、全ての水利用者からの効率的な料金徴収を進めるとしている。このように 2020
年までのザンジバルの開発計画に明記されていることから、ZAWA の料金徴収業務を推進する

ための政策的な支援の継続性は高いと判断する。 

 組織・財政面： ZAWA は 2006 年に発効された「Water Act」に基づいて設立された公社であり、

ザンジバルの給水サービスを一元的に管理する権限が譲渡されている。ZAWA には給水サービ

ス業務に精通した多くの職員がいる一方、高齢で能力の低い職員の数も多いことから大規模なリ

ストラの必要性に直面している。この点につき、職員の 60％以上が技術訓練を受けていない単

純労働者であり、業務の生産性を低めていると報告されている10。さらに、ZAWA の CP を対象

としたインタビュー調査において、ZAWA は効率的な業務実施に必要な自動車やバイク等の機

材の不足に直面しており、本プロジェクトでは、この状況に鑑み、今後機材供与によって対応予

定である。 

 ZAWA は 2006 年に公営企業として設立され、2008 年に料金徴収を開始しているが、その財政は

依然として政府補助金に大きく依存している。表 4-2 は ZAWA の収支明細を示しており、

2007/2008 年度の全収入額のうち、ZAWA が独自に得た水道サービス収入はわずか 9％である。

さらに、ZAWA は一般世帯に対して料金徴収を行う法的権限があるにもかかわらず、その徴収

率は 2009 年 2 月時点でわずか 2％である。将来的に政府補助金は逓減していく予定であるため、

徴収率を高めることは ZAWA にとって喫緊の課題である。その対処方法の一つとして、2009 年

6 月から ZAWA は未納者に対する罰則として給水停止を行う予定である。 

                                                        
10 ‘ZAWA Strategic Plan 2008-2013’を参照。 
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表 4-2 ZAWA の収支明細 FY2007/2008 (million Tshs) 
Sales of Water Marketing 

Services 
Craft Service Water 

Application 
Fee 

Electricity 
Subsidies 

Subvention 

356(9%) 0.7(0%) 2(0%) 58(2%) 1,755(43%) 1,606(46%)
出所: ZAWA Board of Directors’ Report and Financial Statements 

 技術面： 本プロジェクトで紹介された知識や技術は ZAWA の CP や技術者のニーズに合致して

いたため、彼らの日常業務に活用され定着しつつある。パイロットプロジェクトは、顧客のニー

ズに合った給水サービスを提供し、料金徴収を行うためのモデル作りを目指して実施される予定

であるが、そこから得られた成果や教訓を他地域へ適応するためには、引き続き技術移転が行な

われることが望ましい。なお、将来的な給水サービスの向上には、ザンジバル全土での無収水対

策実施のための技術移転にもニーズが確認された。 

4-6 結論 
総合的に、プロジェクトの活動は ZAWA の料金徴収だけでなく顧客サービスの向上に向けて進捗

しており、CP と日本人専門家の努力により ZAWA 職員の技術能力は着実に強化されつつあると結論

づけられる。しかしながら、顧客のニーズに見合ったサービスを提供するためには、依然として改善

の余地が残されていると言える。 

5 項目評価の結果について、ザンジバルの水セクターの政策と合致していることから本プロジェク

トの実施は妥当と判断した。プロジェクト目標である料金徴収システムの強化に向けて着実に進捗し

ており、その有効性は高い。一方、ZAWA の財政面の脆弱さから、料金徴収を行うために必要な資

機材や資金が独自で十分に確保されていないこと、政府補助金に大きく依存していることなど、本プ

ロジェクトの費用面の効率性、ZAWA の財政面での自立発展性には懸念が残る。 

本レビューでは、プロジェクトの残された実施期間に日本人専門家と CP が取り組むべき事項につ

いて協議を行った。特に、プロジェクト目標の達成に向けて、パイロットプロジェクト地域において

料金徴収モデルを構築するため、日本側とザンジバル側双方のさらなる努力が肝要である。続く 6
章には評価チームによって提案された提言を取りまとめている。
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第5章 PDM の修正 

本評価調査中にCP 及び専門家と PDM改訂に係る協議を行った結果、PDM 改定案が取り纏められ、

合同調整委員会において PDM2 として承認された。PDM の主な修正点は、対象地域の明記、達成状

況を測るための具体的な指標の設定、アウトプット 3 と 5 の変更、外部条件の整理等であり、その詳

細は表 5-1 のとおりである。但し、活動が既に終了している指標については修正を行わないことと

した（指標 1.1、1.2、1.3 など）。 

表 5-1 PDM1 から PDM2 への修正点とその理由 
PDM1 PDM2  修正理由 

欄外 
実施期間: 2008 年 11 月 - 2011 年
11 月（3 年間） 
 
間接受益者：ZAWA に登録され
ている顧客 約 47,000 世帯 
 
 
（対象地域は記載なし） 

実施期間: 2008 年 1 月- 2010 年 
12 月（3 年間） 
 
間接受益者：ZAWA に登録されて
いるアーバンウエスト地域の約
60,000 世帯 
 
対象地域：アーバンウエスト地域
で日本の無償資金協力により給水
状況が改善した区域 
 

正確な実施期間に修正した。
 
 
正確な世帯数に修正した。 
 
 
 
対象地域が記載されていなか
った為、加筆した。 

上位目標の指標 
水公社の総事業費用のコスト
リカバリー率（50％の支出を自
己収入でまかなう） 

コストリカバリー率（目標値：減
価償却費と電気代を除いた支出の
50％が ZAWA のサービス収入で賄
われる） 
 

「コストリカバリー率」を定
義した。 

プロジェクト目標の指標 
1． 顧客満足度の上昇 
 
 
2． 料金徴収額の増加（3 億 5

千万 Tsh/年（2007 年 3 月時
では約 9 千万 Tsh/年）） 

1． 料金徴収額の増加（目標年間徴
収額：2010 年時点で 6 億 8 千
万 Tsh＊） 

 

1． 「顧客満足度の上昇」はハ
ード面の給水サービス改
善に大きく依存しており、
ソフト面を支援する本プ
ロジェクトの主旨とそぐ
わないため削除した。 

 
2． 中間レビュー時点で目標

値である 3 億 5千万 Tshを
超えているため、妥当な数
値目標を再設定した。 

 
アウトプット 1 の指標 
1.4 プロジェクト実施中に、

ZAWA の業務評価検討会
に職員が参加する（年次）。 

1.4 業務評価検討会の参加者数
（目標：全てのダイレクター
―、オフィサー、アシスタン
トオフィサー） 

 
1.5 水道企業会計と水道営業セミ

ナーの参加者数（目標：全て
のダイレクター―、オフィサ
ー、アシスタントオフィサー）

 

1.4 参加対象者を明確にし
た。 

 
 
 
1.5 専門家の新規投入に伴

い、指標を追加した。 
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アウトプット 2 の指標 
2.1 給水管網情報がデータベ

ースに入力される。（2008
年（月）までに 50%、200
＊年（月）までに 100%）。 

 
2.2 顧客情報（47 千件）（名前

/住所/給水装置等）がデー
タベースに入力される。
（2008年（月）までに 50%、
200＊年（月）までに 100%） 

 
2.3 2008 年（月）までに、研

修を通じて顧客管理シス
テムの使用方法を習得し
た職員数（30 名）。 

 
2.4 顧客管理システムへの情

報が更新される。（給水装
置情報 200 件/月、顧客管
理情報の更新数約 30 件/
月、12 カ月連続） 

 

2.1 対象地域の主要な給水施設の
既存情報がデータベースに入
力される。 

 
 
2.2 顧客情報（60 千件）がデータ

ベースに入力・更新される。
 
 
 
 
2.3 顧客管理システム（請求書、

給与計算、会計、GIS）の研
修受講者数（目標：30 名）。

指標の定義を明確にし、妥当
な目標値を再設定した。 

アウトプット 3 
3． ZAWA の経営形態を踏まえ

た収支計画に基づき料金体
系が確立する。 

 

3． 効果的な料金徴収を行うため
の料金徴収システムが顧客に
理解される。 

 

成果 3 は、顧客から料金徴収
に対する理解を得るための活
動を行っている。現状を適切
に表現するために修正した。
 

アウトプット 3 の指標 
3.1 プロジェクト実施中、作成

された ZAWA の 10 年間の
年間収支計画の作成と更
新。 

 
3.2 プロジェクト実施中、料金

体系の策定と更新。 
 
3.3 広報活動の実施回数と頻

度 
 
3.4 顧客の支払い意思の向上 
 
3.5 組織化された公共水栓利

用者グループの数（500 組
織） 

 

3.1 料金徴収に対する顧客の周知
度（目標：少なくとも 75％の
一般顧客、100％のその他の顧
客） 

 
3.2 公共水栓管理に関するマニュ

アルを作成したキオスクの数
（目標：74 キオスク＊） 

 

3.1 広報活動の成果を図るた
めに、今後、料金支払い
義務や料金体系の周知度
を把握するための調査を
実施予定であり、その調
査結果を指標とした。 

 
3.2 プロジェクト前半の調査

の結果、対象キオスクは
74 と決定された。今後は
研修を通じて利用者と管
理方法を定める予定であ
ることから、マニュアル
（利用規定）を策定した
キオスク数を指標とし
た。 

アウトプット 4 の指標 
4.1 200＊年（月）までの、料

金業務に関する訓練実施
回数と受講者数（30 名）。 

 
4.2 200＊年（月）までの、顧

客サービスに関する訓練
実施回数と受講者数（30
名）。 

4.1 80％以上のビルアテンダント
が自身の担当業務を理解す
る。 

 
4.2 苦情処理率の状況 
 

4.1 料金徴収業務を行う上で
重要なビルアテンダント
の能力強化に焦点を置
く。今後、ビルアテンダ
ントを対象とした業務の
理解度を図るための試験
を行う予定であり、その
結果を指標とする。 
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4.3 料金徴収率（登録顧客の
50％以上）11 

 

 4.2 苦情処理能力の向上を測
るための指標を追加し
た。 

 
アウトプット 5 
顧客に対する水消費のモニタ
リング体制を確立する。 

5． パイロットプロジェクト地域
において、料金徴収モデルが確
立される。 

アウトプット 5 で実施するパ
イロットプロジェクトの目的
が明らかになるように修正し
た。 
 

アウトプット 5 の指標 
5.1 メータを設置する顧客に

対する説明会の実施。 
 
5.2 メータの設置数（300 箇所） 
 
5.3 200＊年（月）までの、検

針業務に関する訓練実施
回数と受講者数（20 名） 

 
5.4 ZAWA 職員水道メータ訪

問検針記録（6 か月連続）。 
 

5.1 全てのキオスクが水道料金を
支払う 

 
5.2 フラットレートを適応した一

般顧客からの料金徴収率（目
標：60％） 

 
5.3 従量制を適応した一般顧客か

らの料金徴収率（目標：90％）
 

パイロットプロジェクトの目
的に合わせた指標を設定し
た。 

活動 
 1－9水道企業会計と水道営業に関

する研修を開催する。 
 
5-1 顧客に対し、水道メータ設

置・料金支払い・未納罰則に
関する説明を行う 

 
5-2 パイロットプロジェクトに関

するガイダンスを作成し、職
員を訓練する。 

 
5-3 顧客特定調査を実施し、顧客

データベースを更新する。 
 
5-4 水道メータ設置と保守管理に

関する研修を行う。 
 
5-5 一般顧客の敷地内に水道メー

タを設置する。 
 
5-6 未納顧客に対する警告と給水

停止を含む料金徴収を実施す
る。 

 
5-7 パイロットプロジェクト地域

で活動のモニタリングを行
う。 

 
 

専門家の新規投入により、活
動を追加した。 
 
 
パイロットプロジェクトの目
的に合わせ、活動内容を修正
した。 

                                                        
11 2007 年 3 月時点で、直接水道供給を受けている一般顧客の数（登録されている 47,000 件のうち 14,000（30%）と

予測される） 
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5-8 パイロットプロジェクトから
得られた成果・経験・教訓を
検証し、他地域へ適用するた
めの計画を作成する。 

 
外部条件 
 活動－＞アウトプット 

顧客サービスと料金徴収業務に従
事する十分な数のZAWAスタッフ
が確保される。 
 
アウトプット－＞プロジェクト目標
－水の供給が継続する。 
 
－水供給設備の維持管理が適切に
行われる 

 
 
プロジェクト目標－＞上位目標 
－水分野の政策が変更されない 

 
「適切なスタッフ数」は、ア
ウトプットの発現に不可欠な
要素であるため追加した。 
 
 
「給水設備が適切に維持管
理」され、「安定的な水が供給」
されることは、プロジェクト
目標の達成に不可欠な要素で
あるため追加した。 
 
 
水分野の政策は上位目標の達
成に不可欠な要素であるため
追加した。 
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第6章 提言 

評価チームは調査結果から、以下の提言を行った。 

（1）プロジェクト管理について 
① PDM は、プロジェクト目標を効果的に達成し、個々の成果や活動をより明確にするため、

5 章で示したように修正された。専門家と CP は、改訂 PDM に基づき、PO も改訂し、PDM
及び PO をプロジェクト管理のために活用すべきである。 

② また、パイロットプロジェクトの実施においては、より詳細な実施計画を作成し、専門家

間、専門家と CP の情報共有をより積極的にとりつつ、進めるべきである。 
③ 既に、プロジェクトにおいて具体的な成果品が幾つか作成され、その他の活動も一定の成

果が得られているものの、専門家からの業務報告書、或いは報告会等における専門家から

の口頭での報告では JICA 及びその関係者にその具体的成果が必ずしも正確に伝わってい

ないので、今後、報告書を含む、報告の内容、纏め方等の工夫が必要である。 
 

（2）技術的事項について 
① 実施計画立案の際、ZAWA の組織的な脆弱性に配慮すること 
② 末端配水管網を中心とした無収水量の削減に努める必要があること 
③ 顧客メータの普及を図ること 
④ 支払い方法の多様化・拡充等、徴収率向上ための具体的方策を検討すること 
⑤ 給水停止時における扱いに関する整理を行うこと 
⑥ 配管技術の改善を図ること 
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マ
ニ

ュ
ア

ル
苦

情
処

理
訓

練
報

告
書

専
門

家
、

C
P

ビ
ル

ア
テ

ン
ダ

ン
ト

（
シ

ェ
ヒ

ア
）

資
料

レ
ビ

ュ
ー

質
問

票
、

聞
き

取
り

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

５
の

達
成

状
況

は
？

「
顧

客
に

対
す

る
水

消
費

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
体

制
を

確
立

す
る

」

【
指

標
】

5
.1

メ
ー

タ
ー

を
設

置
す

る
顧

客
に

対
す

る
説

明
会

の
実

施
。

5
.2

 メ
ー

タ
ー

の
設

置
数

 (
3
0
0
箇

所
)

5
.3

 検
針

業
務

に
関

す
る

訓
練

実
施

回
数

と
受

講
者

数
（
2
0
名

）
5
.4

 Z
A
W

A
職

員
水

道
メ

ー
タ

ー
訪

問
検

針
記

録
（
6
か

月
連

続
）
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

研
修

実
施

記
録

検
針

業
務

検
針

記
録

検
針

業
務

訓
練

報
告

書
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

現
地

視
察

日
本

側
投

入
（
①

長
期

／
短

期
専

門
家

、
②

機
材

供
与

、
③

本
邦

研
修

、
第

三
国

研
修

）
は

計
画

通
り

実
施

さ
れ

た
か

（
さ

れ
る

予
定

か
）
？

投
入

実
績

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

投
入

（
①

C
P
、

②
事

務
所

、
③

運
営

予
算

）
は

計
画

通
り

実
施

さ
れ

た
か

（
さ

れ
る

予
定

か
）
？

投
入

実
績

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

タ
ン

ザ
ニ

ア
国

「
ザ

ン
ジ

バ
ル

水
公

社
経

営
基

盤
整

備
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
中

間
レ

ビ
ュ

ー
　

　
評

価
グ

リ
ッ

ド

1
. 

実
績

の
検

証
 （

A
C

H
IE

V
E
M

E
N

T
) 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
Z
A
W

A
: 
ザ

ン
ジ

バ
ル

水
公

社
　

M
W

C
E
L
:ザ

ン
ジ

バ
ル

水
・
建

設
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
国

土
省

、
C

P
:カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況

投
入

の
実

施
状

況

実 績 の 検 証
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調
査

項
目

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

活
動

の
実

績
活

動
は

計
画

通
り

実
施

さ
れ

た
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

や
そ

の
進

捗
に

影
響

を
与

え
た

要
因

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

（
Ｐ

Ｏ
）

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
に

問
題

は
な

い
か

？
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

体
制

、
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

上
の

課
題

と
そ

の
対

処
方

法
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
資

料
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

、
聞

き
取

り

技
術

移
転

日
本

人
専

門
家

に
よ

る
技

術
移

転
の

方
法

・
プ

ロ
セ

ス
に

問
題

は
な

い
か

？
技

術
移

転
の

方
法

、
内

容
、

Ｃ
Ｐ

と
専

門
家

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
状

況
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

、
聞

き
取

り

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
C

P
(Z

A
W

A
職

員
)の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

参
加

度
合

い
や

認
識

は
高

い
か

？
C

P
の

の
貢

献
／

参
加

意
欲

の
度

合
い

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

そ
の

他
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

過
程

で
生

じ
て

い
る

課
題

は
あ

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
上

の
阻

害
・
促

進
要

因
（
屋

外
業

務
や

料
金

徴
収

の
人

員
体

制
、

移
動

・
通

信
手

段
の

確
保

、
他

ド
ナ

ー
と

の
連

携
等

）
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
、

そ
の

他
の

関
係

者
質

問
票

、
聞

き
取

り

調
査

項
目

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
の

目
的

は
、

ザ
ン

ジ
バ

ル
の

対
象

地
域

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
か

？
水

道
料

金
徴

収
シ

ス
テ

ム
の

確
立

に
向

け
た

ザ
ン

ジ
バ

ル
の

取
り

組
み

状
況

事
前

評
価

調
査

報
告

書
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

的
は

、
対

象
者

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
か

？
対

象
者

(Z
A
W

A
)の

ニ
ー

ズ
事

前
評

価
調

査
報

告
書

Ｃ
Ｐ

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

タ
ン

ザ
ニ

ア
国

及
び

ザ
ン

ジ
バ

ル
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
？

タ
ン

ザ
ニ

ア
国

及
び

ザ
ン

ジ
バ

ル
の

開
発

政
策

、
計

画
ザ

ン
ジ

バ
ル

・
ビ

ジ
ョ
ン

2
0
2
0

ザ
ン

ジ
バ

ル
貧

困
削

減
計

画
資

料
レ

ビ
ュ

ー

日
本

の
援

助
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

？
日

本
の

援
助

政
策

タ
ン

ザ
ニ

ア
国

別
援

助
計

画
J
IC

A
国

別
事

業
実

施
計

画
資

料
レ

ビ
ュ

ー

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
及

び
事

業
実

施
機

関
の

選
定

は
適

切
か

？
Z
A
W

A
の

選
定

理
由

と
プ

ロ
セ

ス
事

前
評

価
調

査
報

告
書

資
料

レ
ビ

ュ
ー

日
本

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
る

か
？

（
日

本
の

経
験

を
活

か
せ

て
い

る
か

？
）

同
分

野
に

お
け

る
J
IC

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

経
験

事
前

評
価

調
査

報
告

書
資

料
レ

ビ
ュ

ー

調
査

項
目

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
見

込
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
ど

の
程

度
達

成
さ

れ
た

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績
検

証
結

果
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
資

料
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
は

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
実

施
に

よ
る

結
果

と
し

て
も

た
ら

さ
れ

て
い

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
関

連
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
質

問
票

、
聞

き
取

り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

お
い

て
、

外
部

条
件

の
影

響
は

あ
る

か
？

外
部

条
件

（
職

員
の

転
職

、
配

置
移

転
）
／

そ
の

他
の

影
響

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

お
け

る
阻

害
／

貢
献

要
因

は
あ

る
か

？
阻

害
・
貢

献
要

因
の

事
例

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

有 効 性

優
先

度
妥 当 性

4
.有

効
性

　
（
E
F
F
E
C

T
IV

E
N

E
S

S
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

、
期

待
さ

れ
る

効
果

が
発

現
す

る
か

？

実 施 プ ロ セ ス

因
果

関
係

３
．

妥
当

性
（
R

E
L
E
V

A
N

C
E
)プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

は
妥

当
で

あ
る

か
？

２
．

実
施

プ
ロ

セ
ス

（
IM

P
L
E
M

E
N

T
A

T
IO

N
 P

R
O

C
E
S

S
)

必
要

性

手
段

の
適

正
性
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調
査

項
目

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
ど

の
程

度
達

成
さ

れ
た

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績
検

証
結

果
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
資

料
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
資

料
レ

ビ
ュ

ー
聞

き
取

り
、

質
問

票

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
促

進
／

阻
害

し
て

い
る

要
因

は
あ

る
か

？
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

状
況

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

？
活

動
実

績
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
聞

き
取

り
、

質
問

票

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
投

入
で

あ
っ

た
か

？
投

入
実

績
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
聞

き
取

り
、

質
問

票

タ
イ

ミ
ン

グ
計

画
に

沿
っ

て
活

動
を

行
う

た
め

に
、

過
不

足
な

い
量

・
質

の
投

入
が

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
実

施
さ

れ
た

か
？

投
入

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
状

況
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
資

料
専

門
家

、
C

P
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票

、
聞

き
取

り

調
査

項
目

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

上
位

目
標

は
達

成
さ

れ
る

見
込

み
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

検
証

結
果

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

因
果

関
係

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

？
実

績
、

外
部

条
件

（
一

般
顧

客
へ

の
水

道
メ

ー
タ

ー
設

置
計

画
の

有
無

）
の

影
響

確
認

、
貢

献
・
阻

害
要

因
の

確
認

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

上
位

目
標

以
外

の
プ

ラ
ス

の
影

響
は

あ
る

か
？

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
質

問
票

、
聞

き
取

り

上
位

目
標

以
外

の
マ

イ
ナ

ス
の

影
響

は
あ

る
か

？
該

当
す

る
事

例
の

確
認

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

調
査

項
目

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

手
法

政
策

・
制

度
面

ザ
ン

ジ
バ

ル
の

水
道

料
金

徴
収

を
支

援
す

る
政

策
・
施

策
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

か
？

水
道

料
金

徴
収

に
係

る
政

策
の

動
向

ザ
ン

ジ
バ

ル
・
ビ

ジ
ョ
ン

2
0
2
0

Ｃ
Ｐ

、
M

W
C

E
L

資
料

レ
ビ

ュ
ー

聞
き

取
り

Z
A
W

A
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

水
道

料
金

徴
収

シ
ス

テ
ム

を
強

化
し

て
い

く
組

織
力

が
あ

る
か

？
Z
A
W

A
の

職
業

分
掌

、
職

員
数

、
関

連
機

関
・
住

民
組

織
と

の
連

携
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
質

問
票

、
聞

き
取

り

Z
A
W

A
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

水
道

料
金

徴
収

シ
ス

テ
ム

を
強

化
し

て
い

く
財

政
能

力
が

あ
る

か
？

Ｚ
Ａ

Ｗ
Ａ

の
予

算
配

分
状

況
（
特

に
、

水
道

メ
ー

タ
ー

設
置

、
料

金
徴

収
に

係
る

移
動

費
・
人

件
費

等
）

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

、
M

W
C

E
L

質
問

票
、

聞
き

取
り

Z
A
W

A
に

お
い

て
、

移
転

さ
れ

た
技

術
は

ど
の

程
度

定
着

し
た

か
？

移
転

さ
れ

た
技

術
の

定
着

度
・
適

応
度

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
の

活
用

状
況

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

資
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切
に

お
こ

な
わ

れ
て

い
る

か
？

供
与

さ
れ

た
機

材
の

整
備

状
況

専
門

家
、

Ｃ
Ｐ

質
問

票
、

聞
き

取
り

視
察

そ
の

他
自

立
発

展
性

に
影

響
を

与
え

る
阻

害
・
促

進
要

因
は

あ
る

か
？

該
当

す
る

事
例

の
確

認
専

門
家

、
Ｃ

Ｐ
質

問
票

、
聞

き
取

り

６
．

イ
ン

パ
ク

ト
（
IM

P
A

C
T

) 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

り
ど

の
よ

う
な

波
及

効
果

が
み

ら
れ

る
か

？

波
及

効
果

7
.自

立
発

展
性

（
S

U
S

T
A

IN
A

B
IL

IT
Y

）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

果
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
継

続
・
発

展
し

て
い

く
か

？

イ ン パ ク ト

5
.効

率
性

（
E
F
F
IC

IE
N

C
Y

）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
効

率
的

に
実

施
さ

れ
た

か
？

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

自 立 発 展 性

技
術

面

組
織

/
財

政
面

効 率 性
因

果
関

係

 

 



添
付
資
料

2
 

評
価
グ

リ
ッ
ド

 

 
 

4 

調
査

項
目

P
D

M
修

正
の

必
要

性

調
査

の
視

点
/調

査
事

項
必

要
な

デ
ー

タ

P
D

M
修

正
の

必
要

は
あ

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
確

認
の

結
果

評
価

の
結

果
Z
A
W

A
と

日
本

側
の

協
議

の
結

果

8.
 P

D
M

修
正

の
必

要
性
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P
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M
1
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文
）

 

 
 

1 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

PD
M

 
直
接
受
益
者
：

ZA
W

A
の
顧
客
サ
ー
ビ
ス
、
料
金
業
務
に
関
連
す
る
職
員
（
約

30
名
）

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

: 
タ
ン
ザ
ニ
ア
国
「
ザ
ン
ジ
バ
ル
水
公
社
経
営
基
盤
整
備
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

 
間
接
受
益
者
：

ZA
W

A
に
登
録
さ
れ
て
い
る
顧
客
 
約

47
,0

00
世
帯

 
実
施
期
間

: 
 2

00
8
年

11
月

 -
 2

01
1
年

11
月
（

3
年
間
）

 
ヴ
ァ
ー
ジ
ョ
ン
（

20
07

/0
9/

26
）

 
実
施
機
関

: 
ザ
ン
ジ
バ
ル
水
・
建
設
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
国
土
省
、
ザ
ン
ジ
バ
ル
水
公
社

 
要

約
 

指
標

 
指

標
入

手
手

段
 

外
部

条
件

 

【
上

位
目

標
】

 
ZA

W
A

の
水

道
事

業
体

と
し

て
の

独
立

採
算

に
向

け
た

基
盤

が
整

備
さ

れ
る

。
 

20
15

年
時

点
 

1.
 

水
公

社
の

総
事

業
費

用
の

コ
ス

ト
リ

カ
バ

リ
ー

率
（

50
％

の
支

出
を

自
己

収
入

で
ま

か
な

う
) 

 

 1.
 

ZA
W

A
会

計
書

類
 

  

【
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
】

 
顧

客
満

足
度

の
高

い
料

金
徴

収
業

務
体

制
が

確
立

さ
れ

る
。

 

 

1.
 

顧
客

満
足

度
の

上
昇

 

 1.
 

顧
客

を
対

象
と

し
た

定
期

的
な

ア
ン

ケ
ー

ト
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
、

中
間

時
、

終
了

時
）

 

 大
多

数
の

一
般

顧
客

が
水

道
メ

ー
タ

を
設

置
す

る
。

 

 
2.

 
料

金
徴

収
額

の
増

加
（

3
億

5
千

万
Ts

h/
年

 1  （
20

07
年

3
月

時
で

は
約

9
千

万
Ts

h/
年

）
）

 
2.

 
ZA

W
A
会

計
書

類
 

 

【
成

果
】

 
1.

 
ZA

W
A
職

員
に

公
営

企
業

と
し

て
の

意
識

が
定

着
す

る
。

 

 1.
1 

20
08

年
（

月
）

ま
で

に
、

全
て

の
ZA

W
A
職

員
が

中
期

ビ
ジ

ョ
ン

検
討

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
す

る
。

 

1.
2 

20
08

年
（

月
）

ま
で

に
、

全
て

の
ZA

W
A
職

員
が

服
務

規
律

検
討

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
す

る
。

 

1.
3 

20
08

年
（

月
）

ま
で

に
、

全
て

の
部

署
が

業
務

分
掌

を
策

定
す

る
。

 

1.
4 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

中
に

、
ZA

W
A
の

業
務

評
価

検
討

会
に

職
員

が
参

加
す

る
（

年
次

）
。

 

 1.
1 

セ
ミ

ナ
ー

参
加

者
リ

ス
ト

 

1.
2 

セ
ミ

ナ
ー

参
加

者
リ

ス
ト

 

1.
3 

ZA
W

A
年

次
報

告
書

 

1.
4 

会
議

議
事

録
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
、

訓
練

を
受

け
た

ZA
W

A
職

員
が

継
続

的
に

勤
務

す
る

。
 

 

2.
 

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

が
整

備
・

運
営

さ
れ

る
。

 

 
2.

1 
給

水
管

網
情

報
が

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
入

力
さ

れ
る

。
 

（
20

08
年

（
月

）
ま

で
に

50
%
、

20
0＊

年
（

月
）

ま
で

に
10

0%
）
。

 

2.
2 

顧
客

情
報

（
47

千
件

）
（

名
前

/住
所

/給
水

装
置

等
）

が
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
に

入
力

さ
れ

る
。

 

（
20

08
年

（
月

）
ま

で
に

50
%
、

20
0＊

年
（

月
）

ま
で

に
10

0%
）

 

2.
3 

20
08

年
（

月
）
ま

で
に

、
研

修
を

通
じ

て
顧

客
管

理
シ

ス
テ

ム
の

使
用

方
法

を
習

得
し

た
職

員
数
（

30
名

）
。
 

2.
4 

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

へ
の

情
報

が
更

新
さ

れ
る

。
（

給
水

装
置

情
報

20
0
件

/月
、

顧
客

管
理

情
報
の

更
新

数

約
30

件
/月

、
12

カ
月

連
続

）
 

 

2.
1 

給
水

設
備

の
位

置
や

種
類

に
関

す
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

 

2.
2 

顧
客

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

 

2.
3 

研
修

参
加

者
リ

ス
ト

 

2.
4 

ZA
W

A
年

次
報

告
書

 

 

3.
 

ZA
W

A
の

経
営

形
態

を
踏

ま
え

た
収

支
計

画
に

基
づ

き
料

金

体
系

が
確

立
す

る
。

 

   

3.
1 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

中
、

作
成

さ
れ

た
ZA

W
A
の

10
年

間
の

年
間

収
支

計
画

の
作

成
と

更
新

。
 

3.
2 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

中
、

料
金

体
系

の
策

定
と

更
新

。
 

3.
3 

広
報

活
動

の
実

施
回

数
と

頻
度

 

3.
4 

顧
客

の
支

払
い

意
思

の
向

上
 

3.
5 

組
織

化
さ

れ
た

公
共

水
栓

利
用

者
グ

ル
ー

プ
の

数
（

50
0
組

織
）

 

3.
1 

ZA
W

A
の

貸
借

対
照

表
と

会
計

年
度

予
算

の
比

較
 

3.
2 

ZA
W

A
の

貸
借

対
照

表
 

3.
3 

ZA
W

A
年

次
報

告
書

 

3.
4 

顧
客

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

 

3.
5 

給
水

設
備

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

 

 

4.
 

ZA
W

A
職

員
が

料
金

徴
収

・
苦

情
処

理
実

務
を

習
得

す
る

。
 

  

4.
1 

20
0 ＊

年
（

月
）

ま
で

の
、

料
金

業
務

に
関

す
る

訓
練

実
施

回
数

と
受

講
者

数
（

30
名

）
。

 

4.
2 

20
0 ＊

年
（

月
）

ま
で

の
、

顧
客

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

訓
練

実
施

回
数

と
受

講
者

数
（

30
名

）
。

 

4.
3 

料
金

徴
収

率
（

登
録

顧
客

の
50

％
以

上
）

2  

4.
1 

研
修

参
加

者
リ

ス
ト

 

4.
2 

研
修

参
加

者
リ

ス
ト

 

4.
3 

顧
客

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

 

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
1
 
3
億

5
千

万
T
s
h
 
の

計
算

根
拠

：
産

業
顧

客
と

2
00
7
年

3
月

時
点

で
戸

別
給

水
を

直
接

に
受

け
て

い
る
顧

客
 
（

＝
約

1
万

4
千

戸
)
の

5
0
％

か
ら

料
金

徴
収
が

可
能

で
あ

る
、

と
し

た
。

 

2
 
2
0
0
7
年

3
月

時
点

で
、

直
接

水
道

供
給

を
受

け
て
い

る
一

般
顧

客
の

数
（

登
録

さ
れ

て
い

る
4
7
,
0
0
0
件

の
う

ち
1
4
,
0
0
0
（

3
0
%
）

と
予

測
さ
れ

る
）
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2 

5.
 

顧
客

に
対

す
る

水
消

費
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

体
制

を
確

立
す

る
。

 

5.
1 

メ
ー

タ
を

設
置

す
る

顧
客

に
対

す
る

説
明

会
の

実
施

。
 

5.
2 

メ
ー

タ
の

設
置

数
（

30
0
箇

所
）

 

5.
3 

20
0 ＊

年
（

月
）

ま
で

の
、

検
針

業
務

に
関

す
る

訓
練

実
施

回
数

と
受

講
者

数
（

20
名

）
 

5.
4 

ZA
W

A
職

員
水

道
メ

ー
タ

訪
問

検
針

記
録

（
6
か

月
連

続
）
。

 

 

5.
1 

会
議

議
事

録
 

5.
2 

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

 

5.
3 

水
道

メ
ー

タ
検

診
活

動
  

5.
4 

研
修

参
加

者
リ

ス
ト

 

 

 

【
 

活
 

動
 

】
 

1-
1 

職
員

個
人

に
焦

点
を

置
い

た
定

期
的

な
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
・

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
実

施
す

る
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
、

中
間

、
終

了
時

）
。

 

1-
2 

ZA
W

A
職

員
の

間
で

、
組

織
制

度
や

理
念

を
共

有
す

る
た

め
の

協
議

を
推

進
す

る
。

 

1-
3 

ZA
W

A
の

組
織

体
制

及
び

人
的

リ
ソ

ー
ス

に
つ

い
て

把
握

す
る

。
 

1-
4 

ZA
W

A
の

中
期

ビ
ジ

ョ
ン

（
案

）
を

作
成

す
る

。
 

1-
5 

ZA
W

A
職

員
の

職
務

規
定

（
案

）
を

作
成

す
る

。
 

1-
6 

中
期

ビ
ジ

ョ
ン

及
び

職
務

規
定

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
す

る
。

 

1-
7 

各
部

署
の

業
務

分
掌

策
定

を
支

援
す

る
。

 

1-
8 

ZA
W

A
の

年
次

活
動

報
告

会
が

毎
年

実
施

さ
れ

る
。

 

 2-
1 

顧
客

の
満

足
や

支
払

い
意

思
を

理
解

す
る

た
め

の
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
調

査
を

行
う

。
 

2-
2 

既
存

の
地

図
情

報
を

関
連

諸
機

関
か

ら
収

集
し

、
給

水
施

設
及

び
家

屋
の

位
置

を
地

図
に

入
力

す
る

。
 

2-
3 

顧
客

情
報

（
契

約
者

、
用

途
、

給
水

形
態

、
使

用
人

数
等

）
入

力
の

た
め

の
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
を

作
成

す
る

。
 

2-
4 

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

作
成

・
運

用
に

関
し

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

し
、

訓
練

を
実

施
す

る
。

 

2-
5 

職
員

が
顧

客
、

給
水

施
設

及
び

家
屋

の
位

置
の

情
報

を
収

集
し

、
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
に

入
力

す
る

。
 

2-
6 

ZA
W

A
職

員
が

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

を
継

続
的

に
保

守
改

善
す

る
。

 

 3-
1 

ZA
W

A
の

10
年

間
の

年
間

収
支

計
画

を
作

成
す

る
。

 

3-
2 

ZA
W

A
の

経
営

形
態

を
踏

ま
え

た
収

支
計

画
を

作
成

し
、

そ
れ

に
基

づ
き

料
金

体
系

を
検

討
す

る
。

 

3-
3 

料
金

体
系

に
対

す
る

住
民

理
解

を
得

る
た

め
の

広
報

活
動

を
行

う
。

 

3-
4 

公
共

水
栓

を
利

用
す

る
世

帯
か

ら
も

水
道

料
金

を
徴

収
す

る
た

め
に

、
公

共
水

栓
を

利
用

す
る

世
帯

の
組

織
化

を
支

援
す

る
。

 

 4-
1 

料
金

徴
収

体
制

を
検

討
の

上
、

適
切

な
料

金
徴

収
体

系
案

を
作

成
す

る
。

 

4-
2 

料
金

徴
収

訓
練

の
た

め
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

。
 

4-
3 

苦
情

処
理

訓
練

の
た

め
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

。
 

4-
4 

料
金

徴
収

を
開

始
し

、
料

金
徴

収
・

苦
情

処
理

業
務

を
定

期
的

に
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
す

る
。

 

4-
5 

未
納

顧
客

対
策

を
実

施
す

る
。

 

 5-
1 

料
金

徴
収

と
メ

ー
タ

設
置

に
対

す
る

産
業

顧
客

等
の

理
解

を
得

る
た

め
の

広
報

活
動

を
行

う
。

 

5-
2 

一
般

顧
客

へ
の

メ
ー

タ
設

置
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

域
を

検
討

・
決

定
す

る
。

 

5-
3 

産
業

顧
客

と
パ

イ
ロ

ッ
ト

地
域

の
一

般
顧

客
に

水
道

メ
ー

タ
を

設
置

に
関

す
る

研
修

を
行

う
。

 

5-
4 

パ
イ

ロ
ッ

ト
エ

リ
ア

に
水

道
メ

ー
タ

を
設

置
す

る
。

 

5-
5 

検
針

業
務

訓
練

の
た

め
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

。
 

5-
6 

ZA
W

A
職

員
に

対
し

、
上

記
5-

2
の

地
域

に
お

い
て

水
道

メ
ー

タ
業

務
に

関
す

る
実

施
訓

練
を

実
施

す
る

。
 

【
 

投
 

入
 

】
 

1.
 日

本
側

 

1)
 専

門
家

 

総
括

（
組

織
/水

道
経

営
）
、

 

料
金

徴
収

、
 

情
報

技
術

、
 

顧
客

サ
ー

ビ
ス

、
 

住
民

組
織

化
 

2)
 資

機
材

 

車
両

 

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

関
連

機
器

、
 

（
そ

の
他

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
中

に
必

要
が

生
じ

た
 

 
も

の
）

 

3)
 本

邦
研

修
、

第
三

国
研

修
 

本
邦

研
修

、
第

三
国

研
修

 

 2.
 タ

ン
ザ

ニ
ア

側
 

1)
 カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ィ

レ
ク

タ
ー

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

 

専
門

家
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

 

秘
書

 

2)
 そ

の
他

の
施

設
 

事
務

所
（

ZA
W

A
内

）
、

 

ZA
W

A
職

員
訓

練
場

所
の

手
配

 

3 ）
必

要
な

資
機

材
 

4)
 運

営
予

算
 

 

  ---
--

---
--

--
---

--
--

---
--

-- 

【
前

提
条

件
】

 
- 

水
規

約
20

06

（
現

在
策

定
途

中
の

水
道

料
金

徴
収

を
行

う
こ

と
を

明
記

し
た

法
規

）
が

承
認

さ
れ

、
施

行
さ

れ
る

。
 

- 
ZA

W
A 

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
予

算
を

確
保

す

る
。

 



添
付
資
料
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P
D
M
2
(
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文
)
 

 1 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ザ

イ
ン

マ
ト

リ
ッ

ク
ス

(
P
D
M
-
V
e
r
.
2
)
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
名
:
 
タ

ン
ザ

ニ
ア

国
「

ザ
ン

ジ
バ
ル

水
公
社

経
営

基
盤

整
備

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

」
 

実
施

期
間
：
2
0
0
8
年

1
月
－
2
0
1
0
年

1
2
月
(
3
年
間
)
 

直
接

受
益
者

：
Z
A
W
A
の
顧

客
サ

ー
ビ

ス
、

料
金
業

務
に
関

連
す

る
職

員
（

約
3
0
名

）
 

実
施

機
関
：

ザ
ン
ジ

バ
ル
水
公
社
(
Z
a
n
z
i
b
a
r
 
W
a
t
e
r
 
A
u
t
h
o
r
i
t
y
：
Z
A
W
A
)
 

間
接

受
益
者

：
Z
A
W
A
に
登

録
さ

れ
て

い
る

ア
ー
バ

ン
ウ
エ

ス
ト

地
域

の
約

6
0
,
0
0
0
世
帯

 
対

象
地

域
：

ア
ー
バ

ン
ウ
エ

ス
ト

地
域

で
日

本
の
無

償
資
金

協
力

に
よ

り
給

水
状
況

が
改
善

し
た

 
区

域
 

ヴ
ァ

ー
ジ
ョ

ン
：
2
0
0
9
年

6
月

1
0
日

 

 

要
約

 
指

標
 

指
標
入
手
手

段
 

外
部
条
件

 

【
上
位

目
標
】

 

Z
A
WA

の
水

道
事

業
体

と
し

て
の

独
立

採
算

に
向

け

た
基
盤
が
整
備
さ
れ
る
。
 

2
0
15

年
時
点
 

1
.  

コ
ス
ト
リ
カ
バ
リ
ー
率
（
目
標
値
：
減
価
償
却
費
と
電
気
代
を
除
い
た
支
出
の

5
0
％

が
Z
AW
A
の
サ
ー
ビ
ス
収
入
で
賄
わ
れ
る
)
 

 1
. 
Z
A
WA

会
計
書
類
 

 

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】
 

顧
客

満
足

度
の

高
い

料
金

徴
収

業
務

体
制

が
確

立

さ
れ
る
。
 

 

1
．

 料
金
徴
収
額
の
増
加
（
目
標
年
間
徴
収
額
：
2
0
10

年
時
点
で

6
億

8
千
万

T
sh
＊
）
 

   *
水
供
給
が
改
善
し
た
直
接
給
水
顧
客
（
約

1
1,
00
0
世
帯
）
の
う
ち

5
0％

か
ら
徴
収
し
た

と
き
の
総
徴
収
金
額
を
想
定
 

 1
. 
経

営
情

報
シ

ス
テ

ム
Ma
n
a
ge
me
nt
 

I
n
fo
rm
at
io
n 
Sy
st
em
: 
MI
S
）
レ
ポ
ー
ト
 

－
大

多
数

の
一

般
顧

客
が

水
道

メ
ー

タ
を

設
置

す
る
。
 

 －
水

分
野

の
政

策
が

変
更

さ
れ

な
い
 

【
成
果

】
 

1
．
Z
AW
A
職
員
に
公
営
企
業
と
し
て
の
意
識
が
定
着

す
る
。
 

 1
.
1 

全
て
の

Z
AW
A
職
員
が
中
期
ビ
ジ
ョ
ン
検
討
セ
ミ
ナ
ー
に
参
加
す
る
。
 

1
.
2 

全
て
の

Z
AW
A
職
員
が
服
務
規
律
検
討
セ
ミ
ナ
ー
に
参
加
す
る
。
 

1
.
3 

全
て
の
部
署
が
業
務
分
掌
を
策
定
す
る
。
 

1
.
4 

業
務
評
価
検
討
会
の
参
加
者
数
（
目
標
：
全
て
の
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
、
オ
フ
ィ
サ
ー
、

ア
シ
ス
タ
ン
ト
オ
フ
ィ
サ
ー
）
 

1
.
5 

水
道
企
業
会
計
と
水
道
営
業
セ
ミ
ナ
ー
の
参
加
者
数
（
目
標
：
全
て
の
ダ
イ
レ
ク
タ

ー
、
オ
フ
ィ
サ
ー
、
ア
シ
ス
タ
ン
ト
オ
フ
ィ
サ
ー
）
 

 

 1
.
1 

セ
ミ
ナ
ー
参
加
者
リ
ス
ト
 

1
.
2 

セ
ミ
ナ
ー
参
加
者
リ
ス
ト
 

1
.
3 

業
務
分
掌
 

1
.
4 

セ
ミ
ナ
ー
参
加
者
リ
ス
ト
 

 1
.
5 

セ
ミ
ナ
ー
参
加
者
リ
ス
ト
 

 －
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期
間
中
、
訓
練

を
受

け
た

ZA
WA

職
員

が
継

続
的

に
勤
務
す
る
。
 

 

2
．
顧
客
管
理
シ
ス
テ
ム
が
整
備
・
運
営
さ
れ
る
。
 

 

2
.
1 

対
象
地
域
の
主
要
な
給
水
施
設
の
既
存
情
報
が
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
入
力
さ
れ
る
。
 

2
.
2 

顧
客
情
報
（
6
0
千
件
）
が
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
入
力
・
更
新
さ
れ
る
。
 

2
.
3 

顧
客
管
理
シ
ス
テ
ム
（
請
求
書
、
給
与
計
算
、
会
計
、
G
I
S
）
の
研
修
受
講
者
数
（
目

標
：
3
0
名
）。

 

2
.
1 

給
水

設
備

の
位

置
や

種
類

に
関

す
る

デ
ー

タ
ベ
ー
ス
 

2
.
2 

顧
客
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
 

2
.
3 

セ
ミ
ナ
ー
参
加
者
リ
ス
ト
 

 

－
水
の
供
給
が

継
続
す
る
。
 

 －
水

供
給

設
備

の
維

持
管

理
が

適
切

に
行

わ
れ

る
 

3
．

効
果

的
な

料
金

徴
収

を
行

う
た

め
の

料
金

徴
収

シ
ス
テ
ム
が
顧
客
に
理
解
さ
れ
る
。
 

 

3
.
1 

料
金

徴
収

に
対
す

る
顧

客
の

周
知
度

（
目
標

：
少
な

く
と

も
75

％
の
一

般
顧
客

、

1
0
0
％
の
そ
の
他
の
顧
客
）
 

3
.
2 

公
共

水
栓

管
理

に
関

す
る

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

し
た

キ
オ

ス
ク

の
数

（
目

標
：

74

キ
オ
ス
ク
＊
）
 

3
.
1 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
 

 3
.
2 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
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 2 

 ＊
給
水
状
況
が
改
善
し
た
シ
ェ
ヒ
ア
（
＝
直
接
給
水
顧
客
数
が

7
5
％
以
上
の
地
域
）
に
 

位
置
す
る
キ
オ
ス
ク
 

 

4
．
Z
AW
A
職
員
が
料
金
徴
収
・
苦
情
処
理
実
務
を
習

得
す
る
。
 

4
.
1 

8
0
％
以
上
の
ビ
ル
ア
テ
ン
ダ
ン
ト
が
自
分
の
担
当
業
務
を
理
解
す
る
。
 

4
.
2 

苦
情
処
理
率
の
状
況
 

 

4
.
1 

業
務
理
解
度
テ
ス
ト
の
結
果
 

4
.
2 

M
IS

レ
ポ
ー
ト
 

 

5
．

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
地

域
に

お
い

て
、

料
金
徴
収
モ
デ
ル
が
確
立
す
る
。
 

パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
に
お
い
て
 

5
.
1 

全
て
の
キ
オ
ス
ク
が
水
道
料
金
を
支
払
う
 

5
.
2 

フ
ラ
ッ
ト
レ
ー
ト
を
適
応
し
た
一
般
顧
客
か
ら
の
料
金
徴
収
率
(
目
標
：
6
0
％
)
 

5
.
3 

従
量
制
を
適
応
し
た
一
般
顧
客
か
ら
の
料
金
徴
収
率
（
目
標
：
9
0
％
）
 

 

5
.
1 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
 

5
.
2 

M
IS

レ
ポ
ー
ト
 
 

5
.
3 

M
IS

レ
ポ
ー
ト
 

 

【
 
活

 
動
 
】

 

1
-
1
 
職
員
個
人
に
焦
点
を
置
い
た
定
期
的
な
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
実
施
す
る
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
時
、
中
間
、
終
了
時
）
。
 

1
-
2
 
Z
AW
A
職
員
の
間
で
、
組
織
制
度
や
理
念
を
共
有
す
る
た
め
の
協
議
を
推
進
す
る
。
 

1
-
3
 
Z
AW
A
の
組
織
体
制
及
び
人
的
リ
ソ
ー
ス
に
つ
い
て
把
握
す
る
。
 

1
-
4
 
Z
AW
A
の
中
期
ビ
ジ
ョ
ン
（
案
）
を
作
成
す
る
。
 

1
-
5
 
Z
AW
A
職
員
の
職
務
規
定
（
案
）
を
作
成
す
る
。
 

1
-
6
 
中
期
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
職
務
規
定
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
。
 

1
-
7
 
各
部
署
の
業
務
分
掌
策
定
を
支
援
す
る
。
 

1
-
8
 
Z
AW
A
の
年
次
活
動
報
告
会
が
毎
年
実
施
さ
れ
る
。
 

1
-
9
 
水
道
企
業
会
計
と
水
道
営
業
に
関
す
る
研
修
を
開
催
す
る
。
 

 2
-
1
 
顧
客
の
満
足
や
支
払
い
意
思
を
理
解
す
る
た
め
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
を
行
う
。
 

2
-
2
 
既
存
の
地
図
情
報
を
関
連
諸
機
関
か
ら
収
集
し
、
給
水
施
設
及
び
家
屋
の
位
置
を
地
図
に
入
力
す
る
。
 

2
-
3
 
顧
客
情
報
（
顧
客
名
、
用
途
、
給
水
形
態
、
世
帯
人
数
等
）
入
力
の
た
め
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
を
作
成
す
る
。
 

2
-
4
 
顧
客
管
理
シ
ス
テ
ム
に
関
し
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
、
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

2
-
5
 
職
員
が
顧
客
、
給
水
施
設
及
び
家
屋
の
位
置
の
情
報
を
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に
し
た
が
っ
て
収
集
す
る
。
 

2
-
6
 
Z
AW
A
職
員
が
顧
客
管
理
シ
ス
テ
ム
を
適
正
に
保
守
更
新
す
る
。
 

 3
-
1
 
Z
AW
A
の

10
年
間
の
年
間
収
支
計
画
を
作
成
す
る
。
 

3
-
2
 
収
支
計
画
に
基
づ
き
料
金
体
系
を
レ
ビ
ュ
ー
す
る
。
 

3
-
3
 
料
金
体
系
に
対
す
る
住
民
理
解
を
得
る
た
め
の
広
報
活
動
を
行
う
。
 

3
-
4
 
水
道
料
金
を
徴
収
す
る
た
め
に
、
公
共
水
栓
利
用
者
の
組
織
化
を
支
援
す
る
。
 

 4
-
1
 
料
金
徴
収
体
制
を
検
討
す
る
。
 

4
-
2
 
料
金
徴
収
訓
練
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
、
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

4
-
3
 
苦
情
処
理
訓
練
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
、
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

4
-
4
 
料
金
徴
収
を
開
始
し
、
料
金
徴
収
・
苦
情
処
理
業
務
を
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
。
 

4
-
5
 
未
納
顧
客
対
策
を
実
施
す
る
。
 

 

【
 
投

 
入
 
】

 

1
.
 
日
本
側
 

1
)
 
専
門
家
 

総
括
 

顧
客
サ
ー
ビ
ス
 

料
金
徴
収
、
 

住
民
組
織
化
 

広
報
 

水
道
経
営
 

水
道
営
業
実
務
 

情
報
技
術
*
 

 

2
)
 
資
機
材
 

車
両
、
移
動
料
金
車
、
バ
イ
ク
 

顧
客
管
理
シ
ス
テ
ム
関
連
機
器
、
 

（
そ
の
他
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
中
に
 

 
必
要
が
生
じ
た
も
の
）
 

3
)
 
本
邦
研
修
、
現
地
及
び
第
三
国
研
修
 

 2
.
 
タ
ン
ザ
ニ
ア
側
 

1
)
 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
 

専
門
家
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
 

秘
書
 

2
)
 
そ
の
他
の
施
設
 

事
務
所
（
Z
A
WA

内
）、

 

Z
A
WA

職
員
訓
練
場
所
の
手
配
 

3
）
必
要
な
資
機
材
、
 

顧
客
サ
ー
ビ
ス

と
料
金
徴
収
業

務
に
従
事
す
る

十
分
な
数
の

Z
A
WA

ス
タ
ッ
フ

が
確
保
さ
れ
る
。
 

-
-
--
--
--
--
--
-

-
-
--
--
--
--
--
-
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 3 

5
-
1
 
顧
客
に
対
し
、
水
道
メ
ー
タ
設
置
・
料
金
支
払
い
・
未
納
罰
則
に
関
す
る
説
明
を
行
う
。
 

5
-
2
 
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
作
成
し
、
職
員
を
訓
練
す
る
。
 

5
-
3
 
顧
客
特
定
調
査
を
実
施
し
、
顧
客
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
更
新
す
る
。
 

5
-
4
 
水
道
メ
ー
タ
設
置
と
保
守
管
理
に
関
す
る
研
修
を
行
う
。
 

5
-
5
 
一
般
顧
客
の
敷
地
内
に
水
道
メ
ー
タ
を
設
置
す
る
。
 

5
-
6
 
未
納
顧
客
に
対
す
る
警
告
と
給
水
停
止
を
含
む
料
金
徴
収
を
実
施
す
る
。
 

5
-
7
 
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
で
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
。
 

5
-
8
 
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
得
ら
れ
た
成
果
・
経
験
・
教
訓
を
検
証
し
、
他
地
域
へ
適
用
す
る
た
め
の
計
画
を
作
成
す
る
。
 

4
)
 
運
営
予
算
 

 

【
前
提
条
件

】
 

－
水

規
約

20
06

（
現

在
策

定
途

中
の

水
道

料
金

徴
収

を
行

う
こ

と
を

明
記

し
た

法
規
）
が
承
認
さ

れ
、

施
行

さ
れ

る
。
 

 －
Z
AW
A 

が
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

予
算

を
確
保
す
る
。
 

*
現

地
再

委
託

に
て

対
応
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 1

パイロットプロジェクトの実施計画 

 

１．目的 

ZAWA における水道料金徴収は 2008 年 9 月から開始された。料金の請求はデータベース

に登録された全ての顧客に対して行われたが、一般家庭の徴収率は 2％程度と極めて低い水

準に留まっていた。この原因には、水が出ない顧客に対しても請求書が配られたことや、

不払いの顧客に対して何のフォローもなされなかったところが大きい。 

こうした教訓により、限られたスタッフのマンパワーを広範囲にわたる全顧客の料金徴

収のために薄く均一に投入するのではなく、水が出る地域を対象に絞り、そこで集中的な

料金徴収活動を実施して徴収率向上を図るという戦略に変更した方が効果が上がるのでは

ないかと考えられた。 

これらのことを踏まえ、本パイロットプロジェクトは、まずパイロット地域として水の

出の良い一つのシェヒアを抽出し、そのシェヒアで一連の料金徴収活動をきちんとした手

順を踏んで実施しようとするもので、その手順と活動結果として得られた知見、教訓を他

のシェヒアに順次適用していくことにより、全体の料金徴収率向上を図ろうとするもので

ある。 

また、このパイロットプロジェクトは、プロジェクトの対象地域における料金徴収活動

に必要なあらゆる要素を含むものでもあり、この点においてメータ設置に係るパイロット

活動とキオスク利用者の組織化活動も併せて実施することとする。 

 

２．パイロットプロジェクト地域 

水量・水圧の状態の良いシェヒア：Makadara（顧客数約 1,000 世帯） 

 

３．基本方針 

(1) 対象地域の料金徴収率を上げることを第一義とする。そのため、ZAWA から直接給水を

受けている世帯の料金徴収に絞り込む。 

(2) 顧客に質の高いサービスを提供することにより、支払い意志を高揚する。質の高いサー

ビスとは、満足な水の供給、顧客サービスの提供をいい、その対価として顧客は料金支

払いの義務を負うことも含む。もし顧客が義務を怠れば、処罰（給水停止等）を受ける。 

 

４．活動内容 

(1) パイロット地域の選定 

Makadara（顧客数約 1,000 世帯） 

 

(2) 料金支払い義務・未払いに対する罰則、メータ取り付けに関する広報活動の実施 

・ 料金支払い義務と未払いに対する罰則の規定を広報するチラシを作成し顧客に配る。 

・ メータを設置する顧客に設置に関する同意を取り、契約書を交わす。 
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(3) 作業チームの編成 

以下の 2 チームで編成する。 

1) 配管、検査担当チーム 

サービスパイプの確認、メータ設置、給水停止・違法行為の摘発を担当する。 

2) ビルアテンダントチーム 

顧客確認調査の実施、検針、料金請求と徴収の促進を担当する。 

 

(4) 活動のためのガイダンスの作成とトレーニングの実施 

・ 顧客確認調査のガイダンス作成 

・ 料金徴収とモニタリング実施のためのガイダンス作成 

・ トレーニングの実施 

 

(5) 顧客確認調査の実施 

・ 顧客の位置、名前、顧客番号、家屋番号の特定（地図上で） 

・ ZAWA への接続の有無、水量・水圧の確認 

・ メータ取り付けに関する合意書の取りつけ 

 

(6) 顧客確認結果のデータベースへの入力 

・ 確認結果基づき、顧客データベースの修正・追加を行う。 

 

(7) メータ設置 

・ 対象世帯のうち 300 世帯にメータを設置する 

・ 配管工に対するメータ設置のトレーニング 

・ 合意書を取り交わした世帯へのメータの取り付け 

 

(8) 料金徴収活動の実施 

・ 検針、請求書配布、警告、給水停止のスケジューリング 

・ 検針の実施（メータの状況確認、顧客の要望確認含む。必要に応じ技術部門に点検を

要請する） 

・ 顧客への請求書の配布（原則として翌月の 10 日以内に実施）と納付期限の通知 

・ 納付期限を過ぎても未納の顧客への督促 

・ 督促に応じない顧客への給水停止の通報 

・ それでも支払いに応じない顧客に対する給水停止手続きのアレンジ 

・ 違法行為（メータ改造、不法接続）の監視と摘発 

・ 顧客の苦情処理 

 

(9) モニタリングシステムの確立（月次報告） 

・ 請求顧客数 

・ 料金徴収顧客数 
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・ 給水停止顧客数 

・ 違法行為摘発数 

・ 新規接続顧客数 

・ 苦情受け付け、処理件数 

 

(10) キオスク利用者の組織化 

・ CDC（Community Development Committee）への組織化コンセプトの説明 

・ キオスク利用者調査の実施と利用者リストの作成 

・ 利用者組織のリーダー（管理者）の選出 

・ キオスク運用マニュアル作成及び CDC メンバーとリーダーへのトレーニングの実施 

・ キオスクへのメータ設置、キオスク許可の登録 

・ 料金徴収開始 

 

(11) 得られた知見・教訓の整理と地域への適応 

・ モデルプロジェクトにおける成果と問題点を整理する。 

・ 問題点に対する修正案を検討する。それを踏まえ、この方法を順次他地域へ展開して

いくための計画を作成する。 

 

５．スケジュール 

実施スケジュールは以下の通り。 

 

2009 2010 
項  目 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

(1) パイロット地域の選定             

(2) 広報活動の実施             

(3) タスクフォースの編成             

(4) 活動ガイダンスの作成とトレーニング実施             

(5) 顧客確認調査の実施             

(6) 顧客確認結果のデ－タべースへの入力             

(7) メータ設置             

(8) 料金徴収活動の実施             

(9) モニタリングシステムの確立             

(10) キオスク利用者の組織化             

(11) 知見・教訓の整理と他地域への適応計画             
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パイロットプロジェクト地域位置図 
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